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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

1,755

Ｈ２８年 目標 Ｈ２９年 目標

12,000

Ｈ２９年 実績

17,005

備 考

中止継続拡充

今後の予定

平成３０年度
の

取り組み状況

「地域交流拠点」と位置づけている地域交流地区Ｂ地区への商業施設の出店に向けてアプローチを継続するとともに、地
権者会の開催を行った。

区 分

公的施設利用者数（人）

直売所利用者数（人）

商業施設利用者数（人）

Ｈ２８年 実績

新しい「美浦村」づくり

小さな拠点の推進

地区計画の推進

都市計画法における「役場周辺地区」「大谷周辺地区」地区計画の推進事業

主要事業の概要

基本目標

施策

事業№

１

１－１

１－１－①

１

拡充

83,626

422,235

国道125号線が、通称トレセン進入路まで開通するなど、都市計画決定後4 年が経過し、大谷周辺地区では、一般住宅や
事務所、役場周辺地区では、店舗が建築されるなど、目標に掲げた街区としての土地利用が徐々にされつつあり、今後も
民間活力誘導、関連インフラの整備を行う。

12,000

82,800

510,000

0

0

0 実績なし

82,800

510,000

86,180

426,000

－

都市計画法における「役場周辺地区」「大谷周辺地区」地区計画の推進事業

都市建設課・経済課

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　国道１２５号と国道１２５号バイパスが交差する位置に、子育て支援や生活支援、農産物直売を中心とする地域交流館
みほふれ愛プラザや民間商業施設などからなる「地域交流拠点」の整備を図る。また、村民の移動を支える新たな交通シ
ステムや移動困難者の支援の仕組み、村外からの移動希望者や新たに移住した者を増やす取り組みと合わせた村民と
の交流促進など、「地域交流拠点」と村民を結びつけるための仕掛けを整える。

〔事業内容〕
　村内に、子育て支援や生活支援、農産物直売を中心とする地域交流館みほふれ愛プラザや民間商業施設などからなる
「地域交流拠点」の整備を図る。
また、村民の移動を支える新たな交通システムや移動困難者の支援の仕組み、村外からの移住希望者を増やす取り組
みと合わせた村民との交流促進など、「地域交流拠点」と村民を結びつけるための仕掛けを整える。

課 題
地域交流地区Ｂ地区の店舗立地に向けては、更に積極的なアプローチが必要である。

R01年 目標

12,000

82,800

510,000

Ｈ３０年 目標

目 標

Ｈ３０年 実績

14,890

継続新規
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況

　地域産品直売所においては本村及び近隣市町村の農産物及び加工品の販売に加えて、かあさんの台所を利用した
惣菜、弁当等の販売及び（株）まちづくり美浦からの仕入品・加工品の委託販売を行った。なお、売り上げの向上を図る
ため、(株)まちづくり美浦や出荷者による店頭販売や、大洗新鮮組による海産物販売、商工会による商工出店会などを
行うとともに、かあさんの台所では年間を通し新商品の開発を継続して行った。

備 考

基本目標 １ 新しい「美浦村」づくり

施策 １－１ 小さな拠点の推進

主要事業の概要 １－１－② 小さな拠点の整備

事業№ ２ （仮）地域交流館建設事業

課 題
　直売所内では近隣市町村の農産物を販売しているが、出荷者数が少ないこと、また収穫高に左右されることにより時
期によっては、農産物等の商品が不足することがある。

今後の予定 　直売所においては、年間を通しチラシ等により情報を提供し、更なる集客と売上向上につながるような魅力あるイベン
トを実施を図るとともに、かあさんの台所においては新たなメニューの開発に注力していく。また、常に農産物等を確保で
きるよう新たな出荷者の確保を図る。

拡充 継続 中止

（仮）地域交流館建設事業

経済課、子育て支援課

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　美浦村では、人口減少や産業の低迷などの地域が抱える課題を踏まえ、村民と村外からの移住希望者や新たに移住
した者の交流を契機とした地域の活性化を図ることにより、人口維持や産業維持につなげる効果を生みだすこととする。
子育て支援機能や商工振興機能等が集約される地域交流拠点等の整備を契機とした村民などの利便性の向上によ
り、買い物人口の村外流出の抑制、地域経済の活性化や雇用確保を図り、村民の村外への人口流出の抑制や村外の
人の移住・定住促進を目指す。

〔事業内容〕
　本村では、人口減少や産業の低迷などの地域が抱える課題を踏まえ、村民と村外からの移住希望者や新たに移住し
た者の交流を契機とした地域の活性化を図ることにより、人口維持や産業維持につなげる効果を生みだすこととする。
　子育て支援機能や商工振興機能等が集約される地域交流拠点等の整備を契機とした村民などの利便性の向上によ
り、買い物人口の村外流出の抑制、地域経済の活性化や雇用確保を図り、村民の村外への人口流出の抑制や村外の
人の移住・定住促進を目指す。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 目標 Ｒ１年 目標

直売所販売高（万円） 2,000 216 6,000 7,000

新規 拡充 継続

8,000

子育て広場利用者（人） 7,100 実績なし 12,000 12,000 12,000

Ｈ３０年 実績

8,460

14,890

Ｈ２９年 実績

9,167

17,005
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況
　地域交流館みほふれ愛プラザが竣工したことにより、当該事業は目的を達成した。

備 考

課 題

今後の予定

主要事業の概要 １－１－② 小さな拠点の整備

事業№ ３ （仮）地域交流館内機能整備のための基礎調査

基本目標 １ 新しい「美浦村」づくり

施策 １－１ 小さな拠点の推進

拡充 継続 中止

事業化

Ｒ１年 目標

子育て支援について 分析・検討 分析・検討 事業化

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

事業化

Ｈ３０年 実績

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標

高齢者交流について 分析・検討 分析・検討 事業化

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　交流施設内に整備予定の子育て支援及び高齢者交流等の拠点機能について、ニーズ調査などに基づく機能調整を行
い、利用者・住民ニーズに適当なサービス提供体制の構築を図る。

〔事業内容〕
　交流施設内に整備予定の子育て支援及び高齢者交流等の拠点機能について、ニーズ調査などに基づく機能調整を行
い、利用者・住民ニーズに適切なサービス提供体制の構築を図る。

（仮）地域交流館内機能整備のための基礎調査

福祉介護課・学校教育課

新規 拡充 継続
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況
前年度村企業誘致条例の改正を行ったことで。条例に基づきいた奨励金交付が１社となった。

備 考

課 題

企業では、迅速な立地に向け、工業用水、排水、進入路、造成など、インフラが整った工業団地などを望んでいる。一方、
村内で唯一工場の立地が可能となる木原工業専用地域内の土地は、民有地であること、埋蔵文化財発掘調査を要する
エリアとなっていること、高低差があること、排水施設や進入路が整備されていないことなど、迅速な立地、投下費用の面
から、企業から敬遠される傾向にある。

今後の予定

主要事業の概要 １－２－① 企業誘致

事業№ ４ 企業誘致事業

基本目標 １ 新しい「美浦村」づくり

施策 １－２ 企業・産業の支援

立地を希望する企業に対し、可能なインフラ整備などの支援を行う。

拡充 継続 中止

Ｒ１年 目標

優遇制度利用新規企業数（事業社） 1 2 1 1 1

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

0

Ｈ３０年 実績

1
目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　美浦村に進出や事業拡大して頂いた企業に対しての優遇制度を設け、村内における産業の振興及び雇用機会の確
保、歳入の確保を図ることで安定した財政運営を目指す。また、民間企業と進出交渉を行うだけでなく、地権者や関係機
関との橋渡し役等、進出・事業拡大に向けてのサポートも行う。

〔事業内容〕
　本村に進出や事業拡大した企業に対しての優遇制度を設け、村内における産業の振興及び雇用機会の確保、歳入の
確保を図ることで安定した財政運営を目指すとともに、民間企業と進出交渉を行うだけでなく、地権者や関係機関との橋
渡し役等、進出・事業拡大に向けてのサポートを行う。

企業誘致事業

都市建設課

新規 拡充 継続
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況
　低金利での借り入れや保証料を村が全額補助するなど商工会、金融機関と連携して中小企業をサポートした。

備 考

課 題 　自治金融を借り受ける場合の詳細な要件が示されていないこと。

今後の予定

主要事業の概要 １－２－② 中小企業の経営支援

事業№ ５ 自治金融保証料補給事業

基本目標 １ 新しい「美浦村」づくり

施策 １－２ 企業・産業の支援

　経営安定のための借入や経営改善のため、様々なニーズに応じた保証制度を低金利、保証料補助などを実施してい
く。

拡充 継続 中止

Ｒ１年 目標

融資数（件） 15 16 15 15 15

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

13

Ｈ３０年 実績

12
目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　美浦村内の中小企業者に対する事業資金の融資とこれに関する保証をあっせんし、金融の円滑化を図っている。

〔事業内容〕
　本村内の中小企業者に対する事業資金の融資とこれに関する保証をあっせんし、金融の円滑化を図る。

自治金融保証料補給事業

経済課

新規 拡充 継続

8



事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況
　村内の企業の求人情報を村ホームページ等で募集し、円滑な人材採用ができるように支援を行った。

備 考

課 題 　現在、参加企業に対し、美浦村ＨＰ等を活用した就職情報の掲載をしているが、十分な人材確保にいたっていない。

今後の予定

主要事業の概要 １－２－③ 雇用支援

事業№ ６ 就職相談会事業

基本目標 １ 新しい「美浦村」づくり

施策 １－２ 企業・産業の支援

　美浦村ＨＰに企業の採用募集を掲載し、広く美浦村内事業所等で働ける人材確保の推進に努める。

拡充 継続 中止

Ｒ１年 目標

参加企業（社） 5 5 5 5 5

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

5

Ｈ３０年 実績

5
目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　ハローワーク等の既存の雇用情報に加え、村内企業からの雇用情報を収集し、雇用情報を一元化することで、村内企
業の求人と就職希望者の村民の方々の仕事探しを応援し、美浦村における安定的な雇用を創出するため就職相談会を
行う。

〔事業内容〕
　ハローワーク等の既存の雇用情報に加え、村内企業からの雇用情報を収集し、雇用情報を一元化することで、村内企
業の求人と就職希望者の村民の仕事探しを応援し、本村における安定的な雇用を創出するため就職相談会を行う。

就職相談会事業

経済課

新規 拡充 継続

9



事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況

・平成30年5月23日に美浦村産業後継者結婚促進協議会の総会を開催し、平成30年度の事業計画を決定。
・平成29年11月1日から助成金交付の要項を一部改正し、（一社）いばらき出会いサポートセンターへの入会費助成を追
加している。
・平成31年2月18日には商工会青年部との共催により『MIHOカップリングパーティー』を土浦市内で開催をし、男性23名・
女性22名が参加、10組のカップルが成立した。

備 考
　平成29年11月1日に助成金交付の要項を一部改正し、（一社）いばらき出会いサポートセンターへの入会費助成（10,500円／1人）
を追加。協議会予算としては、10人分程度を考えている。（H29.11からスタートしているが、実績は現在0人。（R1.5.31現在））　目標と
して掲載するかどうか検討。

課 題
　会議名のとおり、当初は産業後継者育成の一環であった。その後、産業後継者の基準を１年以上村内在住及び在勤か
ら在勤を削除し対象者を拡大する等、現在は実質的に少子高齢化対策及び人口減少対策が主となっているので、結婚・
出産・育成関連の助成・補助の中で整合を図ることが必要である。

今後の予定

主要事業の概要 １－２－④ 出会いの場の提供

事業№ ７ 産業後継者結婚対策事業

基本目標 １ 新しい「美浦村」づくり

施策 １－２ 企業・産業の支援

　平成30年度については、結婚祝金、結婚仲介活動奨励金、いばらき出会いサポートセンターへの入会費助成の申請はなかったも
のの、カップリングパーティーについては、男性23名、女性22名の参加の中で10組のカップルが成立となった。このカップリングパー
ティーについては、今後、商工会青年部と村で実行委員会を立ち上げ、実施方法なども工夫をして開催をしていくものとする。
　また、（一社）いばらき出会いサポートセンターへの入会費助成について、平成29年度から新規で募集を開始したが、申請はまだな
い状況であるのでさらにPRをし、入会者の拡大を図っていくものとする。

拡充 継続 中止

3 3

カップリングパーティー事業補助（万円） 40 0 40 40 40

0

40

0

50

Ｒ１年 目標

結婚祝金（件） 1 1 1 1 1

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

0

Ｈ３０年 実績

0
目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標

結婚仲介活動奨励金（件） 3 1 3

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　美浦村産業後継者結婚促進協議会を設置し、村内の産業後継者（以下「産業後継者」という。）の結婚促進の推進を図
ることにより、地域に根ざす産業の振興及び担い手の確保に寄与することを目的とする。

〔事業内容〕
　美浦村産業後継者結婚促進協議会を設置し、村内の産業後継者の結婚促進のためにカップリングパーティーの費用
や結婚仲介活動奨励金等を助成し、地域に根ざす産業の振興及び担い手を確保する。

産業後継者結婚対策事業

総務課

新規 拡充 継続
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況

　地域産品直売所内「かあさんの台所」で地元農産品を取り入れた商品化に取り組み、新たに「和牛のビーフシチュー」
「おにぎりサンド」「カレーコロッケ」を開発し、販売を行った。
　（株）まちづくり美浦は、６次産業の商品化に取り組み、商品化した「安中いちごサイダー」の味を改良し、「二代目安中
いちごサイダー」として販売、各種イベントにも積極的に参加し、販売促進を図り活動の支援を行った。

備 考

課 題
　６次化商品を開発し、「みほふれ愛プラザ」で販売されているが、今後は更なる商品等のＰＲを行うとともに新たな販路を
模索し、販売促進を図っていくことが求められる。

今後の予定

主要事業の概要 １－３－① 農林水産振興

事業№ ８ ６次産業化推進事業

基本目標 １ 新しい「美浦村」づくり

施策 １－３ 美浦ブランドの確立

　引き続き、新たなメニューも研究開発を図っていく予定である。

拡充 継続 中止

1 11 1

Ｒ１年 目標

商品数（品） 1 9 1 1 1

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

10

Ｈ３０年 実績

3
目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標

上記商品取扱企業数（社） 1 1 1

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　外食や中食の増加等消費者の食生活が多様化していることから、こうした変化を的確にとらえた付加価値の高い商品
づくりや販路開拓の取組みをより一層支援し、農林水産物を活用した６次産業化や農商工連携に取り組む経営体を育成
する。それにより、美浦村における安定的な雇用を創出する。

〔事業内容〕
　外食や中食の増加等消費者の食生活が多様化していることから、付加価値の高い商品づくりや販路開拓の取組みをよ
り一層支援し、農林水産物を活用した６次産業化や農商工連携に取り組む経営体を育成する。

６次産業化推進事業

企画財政課・経済課

新規 拡充 継続
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況

　平成３０年度経営所得安定対策制度の活用及び地域の特色ある水田農業の展開を図りながら、米の生産調整の的確
な実施を行った。また水田農業の将来方向を明らかにしたビジョンに基づき、需要に応じた作物生産、水田環境の保全・
利活用を図りながら、消費者の期待に応えるとともに競争力の強い産地の育成を図った。特に３０年度においては直売所
を活用し、米以外にもレンコン・梅・イチゴ・パプリカ・マッシュルーム等を販売し、産地のＰＲと販売強化に力を入れた。

備 考

課 題

・パプリカ：海外の生産技術を取り入れても予定通りの生産は難しい、特に天気（ハウス栽培でも）日照不足による収穫へ
の影響は大きい。
・マッシュルーム：健康志向等もあり、国産のマッシュルームの品質向上に向けての継続的な取組。2020年東京五輪時に
は外国人の必要なマッシュルームの生産を国内でまかなう。
・米作：米価の下落は近年著しく、高齢化も重なり離農者も増えている。これらに対応するため、担い手への土地利用の
集積を進める。

今後の予定

主要事業の概要 １－３－① 農林水産振興

事業№ ９ 産地づくり事業

基本目標 １ 新しい「美浦村」づくり

施策 １－３ 美浦ブランドの確立

　人と農地の問題（人農地プラン）と水田農業振興計画を基に、生産調整における本格的な転作作物の推進と本村農業
ブランドの確立に合わせ、農業者の所得向上並びに遊休農地の増加を抑止するため、離農者の農地を担い手に集積す
ることで、農地の有効活用を図る。

拡充 継続 中止

800 800

農業経営継承者（人） 3 0 3 3 3

845

1

860

1

Ｒ１年 目標

パプリカ生産量（㌧） 715 661 715 715 715

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

551

Ｈ３０年 実績

638
目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標

ﾏｯｼｭﾙｰﾑ生産量（㌧） 716 720 800

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　本村の農地はそのほとんどが水田であり、主要な農産物は米に依存している。このことから、昨今の米消費量減少によ
る余剰米増加及び消費者の多様なニーズへの対応、また、激化の一途をたどる産地間の過当競争に勝ち残っていかね
ばならない。そのための「売れる米づくり」の具現化を早急に進めると同時に、転作による米以外の作物振興（レンコン・イ
チジク・梅・苺・パプリカ・マッシュルーム等）を図り、産地として、生産技術向上、作付面積拡大を推進し、市場競争力の強
化を図っていく。このことで「農業を継ぎたい」、「営農を継続したい」、「農業に定着したい」という気運を高めることで地場
産業の振興に努めたい。

〔事業内容〕
　「売れる米づくり」の具現化を早急に進めると同時に、転作による米以外の作物振興（レンコン・イチジク・梅・苺・パプリ
カ・マッシュルーム等）を図り、産地として、生産技術向上、作付面積拡大を推進し、市場競争力の強化を図る。

産地づくり事業

経済課

新規 拡充 継続
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況

　美浦村公式ホームページ及び広報みほを活用して当該制度の周知を図った。なお、奨励金の交付対象家屋としては新
築住宅が67件、中古住宅が43件となっている。

備 考
奨励金交付件数
H25：31件　H26：55件　H27：92件　Ｈ28：105件　H29：116件

課 題
　本村の人口維持を図るためには、この制度を利用して村外の住民が美浦村で住宅を取得してもらうことや住宅を持たな
い村内居住者が村内で住宅を取得してもらう事が重要となる。このためには、更なる事業の周知と都市計画の地区計画
区域に指定されたエリアが住宅を取得するために有効に活用されることが求められる。

今後の予定

主要事業の概要 ２－１－① 移住・定住促進

事業№ １０ 定住促進事業

基本目標 ２ 見たい・住みたい・住み続けたい魅力あるまちづくり

施策 ２－１ 移住定住環境の整備

　美浦村公式ホームページ及び広報みほを活用して当該制度を周知するとともに、村内宅地建物取引業者等とも積極的
に連携し定住促進を図る。

拡充 継続 中止

Ｒ１年 目標

奨励金交付件数（件） 100 105 100 100 100

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

116

Ｈ３０年 実績

110
目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　少子化対策・定住化対策として「美浦村定住化促進条例」を制定し、平成24 年１月２日から施行している。この条例は、
村内に定住を目的として住宅を取得し固定資産税が賦課された者に対して、定住促進奨励金を交付することで、村外か
らの移住による人口の増加及び村民の定住促進を図り、もって村の活性化に寄与することを目的としている。

〔事業内容〕
　村内に定住を目的として住宅を取得し固定資産税が賦課された者に対して、定住促進奨励金を交付することで、人口増
加及び村民の定住促進を図る。

定住促進事業

企画財政課

新規 拡充 継続
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況
　村人会については、実務的な運用に関して制度設計を検討するに至らなかった。

備 考

課 題 　将来的な定住候補者を創造するための有効な活用手段となりうるか検討が必要と考えられる。

今後の予定

主要事業の概要 ２－１－① 移住・定住促進

事業№ １１ 美浦村人会情報発信事業

基本目標 ２ 見たい・住みたい・住み続けたい魅力あるまちづくり

施策 ２－１ 移住定住環境の整備

　　美浦村人会については、登録することによって期待される住民及び村の効果を検討していく。

拡充 継続 中止

Ｒ１年 目標

登録者数（人） 50 － 100 150 200

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

－

Ｈ３０年 実績

－
目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　美浦村への新しい人の流れをつくるため、美浦村ホームページに美浦村出身者等「地縁ある人々」を会員とする美浦村
人会をつくり、イベントや雇用等の情報を配信し、将来の定住候補者を創造する。

〔事業内容〕
　本村出身者等「地縁ある人々」を会員とする美浦村人会をつくり、イベントや雇用等の情報を配信し、将来の定住候補
者を創造する。

美浦村人会情報発信事業

企画財政課

新規 拡充 継続
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況

　美浦村公式ホームページで当該制度の周知を図った。平成29年度は空き家バンクに8件の登録があり、うち4件の売買
契約が成立した。

備 考

課 題
　空き家の所有者は売りたい又は貸したいとの意向があるが、多くの空き家は適切な管理がなされていないため市場性
が著しく低い物件が多数存在する。

今後の予定

主要事業の概要 ２－１－① 移住・定住促進

事業№ １２ 空き家バンク事業

基本目標 ２ 見たい・住みたい・住み続けたい魅力あるまちづくり

施策 ２－１ 移住定住環境の整備

　空き家の所有者及び村内不動産業者と連携して、利活用できる空き家の流通促進を図る。

拡充 継続 中止

Ｒ１年 目標

空き家ﾊﾞﾝｸ登録累計数（件） 35 31 40 45 50

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

34

Ｈ３０年 実績

42
目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　平成25年4月から村内における空き家の有効活用を通して、村民と都市住民の交流拡大及び地域活性化を図ることを
目的として、美浦村空き家バンク事業をスタートさせた。

〔事業内容〕
　村内における空き家の有効活用を通して、村民と都市住民の交流拡大及び地域活性化を図ることを目的として、美浦村
空き家バンク事業を行う。

空き家バンク事業

企画財政課

新規 拡充 継続
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成29年度
の

取り組み状況
　平成30年度は、移住体験、交流事業を通して空き家バンクに登録されている家屋への入居希望者はなかった。

備 考 健康農園の貸し付けに関する事項を定めた「美浦村健康農園貸付要綱」は、Ｈ28.8.31に施行された。

課 題
　健康農園事業としては、農機具の充実等を図り、引き続き利用者に農業体験を楽しんでいただく予定であるが、空き家
等の情報共有など企画財政課と経済課の連携が重要である。

今後の予定

主要事業の概要 ２－１－① 移住・定住促進

事業№ １３ 空き家＆健康農園事業

基本目標 ２ 見たい・住みたい・住み続けたい魅力あるまちづくり

施策 ２－１ 移住定住環境の整備

　移住体験、交流事業を行う際に、当該制度のことを周知させていく。

拡充 継続 中止

18 20

空き家利用数（健康農園あり）（人） 0 0 1 2 3

0

0

0

0

Ｒ１年 目標

空き家バンク登録数（件） 35 31 40 45 50

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

34

Ｈ３０年 実績

42
目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標

空き家利用数（健康農園なし）（人） 15 0 18

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　村内における空き家の有効活用を通じて、村民と都市住民の交流拡大及地域活性化を図ることを目的として、美浦村空
き家バンクを平成２５年４月からスタートさせた。一方、信太と木原において村が畑を借りて、希望者に畑を貸出する健康
農園事業を行っている。美浦村への新しい人の流れをつくるため、美浦村空き家バンクに入居する転入者が希望すれ
ば、空き家バンクに登録のあった物件に貸し農園をつける。年度末に転入者の申請により村が転入者に補助金を交付す
る。
　また、バーベキューセットの貸出しや指導員の派遣、農具の貸出し等すべて無料とする。

〔事業内容〕
　移住体験、交流事業を通して、美浦村空き家バンクに入居する転入者が希望すれば、空き家バンクに登録のあった物
件に貸し農園をつける。年度末に転入者の申請により村が転入者に補助金を交付するほか、バーベキューセットの貸出
しや指導員の派遣、農具の貸出し（すべて無料）を行う。

空き家＆健康農園事業

企画財政課・経済課

新規 拡充 継続
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況

　１便５名の利用を目標にルートの変更・延伸、バス停の増設、ダイヤの改正の実施をはじめ、割引回数券の販売、乗継
割引の実施、商業施設との連携による乗車特典の導入を行うなど、稲敷地域５市町村と茨城県で連携しながら、路線の
周知や利用促進に努めた。

備 考

課 題
　利用人数は１便あたり１．7人と目標を大きく下回っており、運行前に公共交通の要望が高かった反面、乗車人数は著し
く少ない傾向にある。

今後の予定

主要事業の概要 ２－１－② 地域公共交通手段の確保

事業№ １４ 広域型公共交通機関の検討事業

基本目標 ２ 見たい・住みたい・住み続けたい魅力あるまちづくり

施策 ２－１ 移住定住環境の整備

　平成31年3月31日で、運行廃止となった。

拡充 継続 中止

0 0280 413

Ｒ０１年 目標

運行路線（試験含む）（路線） 1 1 0 0 0

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

1

Ｈ３０年 実績

1
目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標

上記利用者（ひと月平均）（人） 100 180 0

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　村内に鉄道駅がなく、他市町村の駅や医療機関まで含めた公共交通への要望が高い。かつてあった民間バス路線につ
いて、安中線（村内北部の霞ケ浦北岸を結ぶ線）は1986年に、美浦村～竜ヶ崎線は2010年に廃止になっている。
　そこで、稲敷広域市町村圏事務組合にコミュニティバス運行要望を含めて検討する。国道125号と国道125号バイパスが
交差する位置に、子育て支援や生活支援、農産物直売を中心とする（仮）地域交流館や民間商業施設などからなる「地域
交流拠点」の整備を図る。
　また、村民の移動を支える新たな交通システムや移動困難者の支援の仕組み、村外からの移動希望者や新たに移住し
た者を増やす取り組みと合わせた村民との交流促進など、「地域交流拠点」と村民を結びつけるための仕掛けを整える。

〔事業内容〕
　村内に鉄道駅がなく、公共交通への要望が高いことから、稲敷地方広域市町村圏事務組合にコミュニティバス運行要望
を含めて検討する。

広域型公共交通機関の検討事業

企画財政課

新規 拡充 継続
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況

備 考
　平成28年7月から地方創生加速化交付金を活用し、牛久市・稲敷市・美浦村・阿見町・神崎町によりあみプレミアム・
アウトレットから成田空港第1ターミナルまで高速バスの実証実験運行を行ったが、１日平均20名程度の利用であった
ため平成28年12月で終了した。

課 題

今後の予定

主要事業の概要 ２－１－② 地域公共交通手段の確保

事業№ １５ 高速バス誘致事業

基本目標 ２ 見たい・住みたい・住み続けたい魅力あるまちづくり

施策 ２－１ 移住定住環境の整備

拡充 継続 中止

0 0

Ｒ１年 目標

運行路線（試験含む）（路線） 1 1 0 0 0

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績 Ｈ３０年 実績

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標

上記利用者（１日平均）（人） 300 20 0

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　平成22年度までは、江戸崎駅から東京駅まで稲敷市、美浦村、阿見町で事業者を支援しながら高速バスは運行されて
いたが、現在は廃止路線となっている。平成27年6月に首都圏中央連絡自動車道が東関東自動車道に接続し、美浦村
は、常磐道経由と東関東経由の２ルートで都内と結ばれ、以前とは交通状況が変わっており、協働で生活を守るために
圏央道を活用した高速バス路線の設置を目指す。

〔事業内容〕
　首都圏中央連絡自動車道が東関東自動車道に接続し、本村は、常磐自動車道経由と東関東自動車道経由の2ルート
で都内と結ばれたことから、近隣市町と連携して首都圏中央連絡自動車道を活用した高速バス路線の設置を目指す。

高速バス誘致事業

企画財政課

新規 拡充 継続
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況

　利用人数(延べ）は昨年度と比べ35人微増。新規登録者数は96名。委託業者のさくら自動車(株)と連携を取りながら、事
業を継続した。

備 考

課 題
　利用者は、全体の7割弱が病院への通院に利用しており、利用時間帯は9時、10時、11時、13時の便が混む傾向にあ
る。超高齢化社会により今後も利用者増加が見込まれるため、車両2台での運行に限界がくること。

今後の予定

主要事業の概要 ２－１－② 地域公共交通手段の確保

事業№ １６ 交通弱者対策事業

基本目標 ２ 見たい・住みたい・住み続けたい魅力あるまちづくり

施策 ２－１ 移住定住環境の整備

　利用者は、全体の7割弱が病院への通院に利用しており、利用時間帯は9時、10時、11時、13時の便が混む傾向にあ
る。超高齢化社会により今後も利用者増加が見込まれるため、車両2台での運行に限界がくること。
　また、平成31年4月からは運行区域に稲敷市役所を加え、稲敷市役所発着の公共バスに乗り継げば稲敷市内やひたち
野うしく駅へ行くことが出来るようになった。

拡充 継続 中止

60 6074 96

Ｒ１年 目標

利用人数（延べ）（人） 5,500 5,605 5,500 5,500 5,500

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

6,866

Ｈ３０年 実績

6,901
目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標

新規登録者数（人） 60 53 60

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　公共交通の廃止や減少に伴い、自家用車を運転しない高齢者等の外出の利便性を確保し、地域での生活を容易にす
るため、村内及び阿見町の東京医科大学茨城医療センター間、稲敷市役所にデマンド型乗合タクシー（やまゆりタク
シー）を運行する。
　美浦村村民を対象者とし、ドアtoドアで運行する効率的運行型。

〔事業内容〕
　公共交通の廃止や減少に伴い、自家用車を運転しない高齢者等の外出の利便性を確保し、地域での生活を容易にす
るため、村内及び阿見町の東京医科大学茨城医療センター間、稲敷市役所にデマンド型乗合タクシー（やまゆりタク
シー）を運行する。

交通弱者対策事業

福祉介護課

新規 拡充 継続

19



事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況

　美浦サポートクーポン券は、1冊1万円の販売額に対してプレミア率10％を上乗せした1万1千円分の買い物ができる仕
組みで、2,000冊が完売した。

備 考

課 題

　美浦サポートクーポン券は、大型店で利用できる範囲の制限は設けてはいるが、利用率は高く、地元商店との調整が課
題である。
　美浦サポートクーポン券の使用について、地元商店のなかでもガソリンスタンド等一部の商店に偏っており、村全体の商
業振興になっていないとの意見があった。

今後の予定

主要事業の概要 ２－２－① 地域振興

事業№ １７ 地域サポート事業

基本目標 ２ 見たい・住みたい・住み続けたい魅力あるまちづくり

施策 ２－２ 地域活性化の推進

　村と商工会が協議した結果、令和元年度は検討期間とし、地域サポートクーポンを発行しないこととした。
令和２年度以降の地域サポート事業については、今年度に検討する。

拡充 継続 中止

Ｒ１年 目標

販売数（冊） 3,000 2,700 3,000 3,000 3,000

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

3,400

Ｈ３０年 実績

2,000
目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　村民の生活支援に資するとともに、村内における消費拡大を図り、地域経済の活性化を促進する。

〔事業内容〕
　村民の生活支援に資するとともに、村内における消費拡大を図り、地域経済の活性化を促進する。

地域サポート事業

経済課

新規 拡充 継続
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況
　返戻金の主力であるお米の品数を増やし、返礼品の充実を図った。

備 考
寄付金額推移
H26：  39件     425,000円    H27：1,128件　23,803,210円　　 H28： 624件　17,538,000円
H29：477件  12,284,500円　 H30：1534件　23,766,000円

課 題
　平成27年12月15日以降、民間事業者と返礼品管理を協力して進めることにより、一定の効果を得ることができたが、全
国で同様の取り組みを行う自治体が増加したこと等もあり、他団体との違いをいかに打ち出せるかが課題となる。

今後の予定

主要事業の概要 ２－２－① 地域振興

事業№ １８ ふるさと応援寄付金事業

基本目標 ２ 見たい・住みたい・住み続けたい魅力あるまちづくり

施策 ２－２ 地域活性化の推進

　引き続き、返礼品扱い事業者の直接訪問や、既協力事業者についても返礼品数の増加を検討願うとともに、寄付者の
新規開拓を含めリピート率の増加による寄付額の増加を目指すなど事業の推進を図っていきたい。

拡充 継続 中止

Ｒ１年 目標

寄付金額（千円） 30,000 17,538 40,000 50,000 50,000

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

12,284

Ｈ３０年 実績

23,766
目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　本村を応援する個人又は団体からの寄附金を財源として、その意思を村政に新たな展開や充実を図るための施策へ反
映させることにより、本村の特色あるふるさとづくりと協働のまちづくりに資することを目的とする。

〔事業内容〕
　本村を応援する個人又は団体からの寄附金を財源として、その意思を村政に新たな展開や充実を図るための施策へ反
映させることにより、本村の特色あるふるさとづくりと協働のまちづくりに資することを目的とする。

ふるさと応援寄付金事業

企画財政課

新規 拡充 継続
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況

  小さな拠点として地域交流館みほふれ愛プラザがオープンしたことにより、美浦村観光地化計画に基づいてみほふれ愛
プラザと連携した観光資源の魅力づくりに向けて、平成29年度には東京医科歯科大学霞ケ浦分院跡地利活用に向けた
住民ニーズ調査等を実施し、平成30年度には、学識経験者を含め東京医科歯科大学霞ケ浦分院跡地内覧会を実施し、
今後のあり方を含めて検討を開始した。

備 考

課 題
　美浦村内の観光資源を多くの来訪者が訪れてくれるような魅力あるものとして、いかに活用しPRしていくか検討を重ね
ていかなければならない。

今後の予定

主要事業の概要 ２－２－① 地域振興

事業№ １９ 地方創生美浦村観光地化事業

基本目標 ２ 見たい・住みたい・住み続けたい魅力あるまちづくり

施策 ２－２ 地域活性化の推進

　東京医科歯科大学霞ケ浦分院跡地を中心に村内に所在する観光資源の魅力づくりを進めていく。

拡充 継続 中止

500 600

利用経験者数（転入者）（人） 2 3 4 5

545 621

0

400

Ｒ１年 目標

動画視聴者数（延べ）（人） 3,000 4,164 3,500 4,000 4,500

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

5,051

Ｈ３０年 実績

5,970

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　美浦村は首都圏から60ｋｍの好位置にあり、周囲の半分を霞ケ浦に囲まれ、他市町村にはない特色ある施設や霞ケ浦
に係る観光スポットに恵まれている。その中で陸平貝塚・光と風の公園・大山ゲレンデ・ＪＲＡ美浦トレーニグ・センター・木
原城址城山公園を核として観光地化を進め、観光客の増加を図り、美浦村への新しい人の流れをつくるため美浦村観光
地化計画を策定する。

〔事業内容〕
　陸平貝塚・光と風の丘公園・鹿島海軍航空隊スロープ跡地（大山ゲレンデ）・ＪＲＡ美浦トレーニグ・センター・木原城址城
山公園・美浦ロードパーク・大須賀津湖畔農村公園等を核として観光地化を進め、観光客の増加を図り、本村への新しい
人の流れをつくるため美浦村観光地化計画を策定する。

地方創生美浦村観光地化事業

企画財政課・経済課・総務課

新規 拡充 継続

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標

スマートフォン用観光アプリダウンロード数（回） 300 407
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況
　具体的な取組は行わなかった。

備 考

課 題
　市町村により負担金を予算化することに対しての考え方に違いがあるため、共同で事業を行うには気運の醸成が必要
と思われる。一方、市町村単独で事業を行うには費用の面から難しいと考えられる。

今後の予定

主要事業の概要 ２－２－② 交流人口の促進

事業№ ２０ 霞ケ浦南岸地域活性化推進事業

基本目標 ２ 見たい・住みたい・住み続けたい魅力あるまちづくり

施策 ２－２ 地域活性化の推進

　連携事業の可能性について、折を見て関係市町との協議を検討していく。

拡充 継続 中止

0 0

参加経験者数（転入者数）（人） 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0

Ｒ１年 目標

周遊ツアー開催数（回） 0 0 0 0 0

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

0

Ｈ３０年 実績

0

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　土浦市・稲敷市・美浦村・阿見町がこれまで市町村単位で行っていた観光振興事業を市町村の枠を超え、霞ケ浦南岸
における観光資源をネットワークで結び、また、点在している魅力ある観光資源を線で結ぶ交通機関についても、乗用車
だけでなく、遊覧船、水陸両用バス、路線バス、自転車と多様な手段でネットワークを結ぶことにより観光事業の拡大を図
り、霞ケ浦南岸地域の活性化を図る。これにより、美浦村への人の流れをつくる。

〔事業内容〕
　市町村単位で行っていた観光振興事業を霞ケ浦南岸における観光資源及び多様な交通手段をネットワークで結ぶこと
により観光事業の拡大を図り、霞ケ浦南岸地域の活性化を図る。

霞ケ浦南岸地域活性化推進事業

企画財政課

新規 拡充 継続

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標

上記参加者（延べ）（人） 0 0

23



事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況
　平成30年度の木原城山まつりは、暴風雨のため中止された。

備 考

課 題
　２０回を数える木原城山まつりもたくさんの来場者でにぎわう一方、駐車場が狭いため、限られた予算の中で事故が起き
ないよう運営しなければならないる。

今後の予定

主要事業の概要 ２－２－② 交流人口の促進

事業№ ２１ 木原城山まつり事業

基本目標 ２ 見たい・住みたい・住み続けたい魅力あるまちづくり

施策 ２－２ 地域活性化の推進

　春の一大イベントとして、木原地区の交流やまつりに訪れる多くの人々を通じ、ふれあいある村づくりの一環のためこれ
からも継続していくことを目指す。

拡充 継続 中止

Ｒ１年 目標

来場者数（人） 5,000 3,800 5,000 5,000 5,000

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

300

Ｈ３０年 実績

0

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　歴史遺産である木原城址を村民の憩いの場として活用し、豊かで活力のある村づくりの一環として、木原城山まつりを
開催している。

〔事業内容〕
　歴史遺産である木原城址を村民の憩いの場として活用し、豊かで活力のある村づくりの一環として、木原城山まつりを
開催する。

木原城山まつり事業

経済課

新規 拡充 継続

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況

　平成30年11月3日のおまつり広場をメインとして11月2日から18日の間中央公民館を主会場として”みほ”産業文化・ス
ポーツフェスティバルを催した。
【中央公民館】○一般作品展示　○子ども作品展示　○お茶会　○お祭り広場　○芸能発表会　○着付け会　 ○俳句会
○音楽フェスティバル（２日間）　○映画祭　○俚謡大会
【役場】○はたらくくるまに乗ってみよう　○献血
【ふれ愛プラザ】○スーパーカー、クラシックカー展示　○餅まき　○地域産品直売所
【光と風の丘公園】○美浦村民スポーツフェスティバル　※輪投げ、ストラックアウトなど７種目を実施

備 考

課 題
　物産店や模擬店など出店数も増えているが、会場に限りがありこれ以上増やすことが難しい。また会場が分散してお
り、駐車場についても増やせない状況であることから、来場者に不便をかけている。

今後の予定

主要事業の概要 ２－２－② 交流人口の促進

事業№ ２２ みほ産業文化フェスティバル事業

基本目標 ２ 見たい・住みたい・住み続けたい魅力あるまちづくり

施策 ２－２ 地域活性化の推進

　お祭り広場や舞台発表、作品展示など工夫を凝らしながら、文化活動を通じて心豊かなまちづくりの実現に貢献するとと
もに、地域振興を図るべく産業文化フェスティバルを開催していく。

拡充 継続 中止

Ｒ１年 目標

みほ産業フェスティバル来場者数（人） 5,000 5,500 5,000 5,000 5,000

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

5,500

Ｈ３０年 実績

5,700

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　美浦村への新しい人の流れをつくり、交流人口の促進を図るため、個人及び団体並びに美浦村産業文化祭実行委員会
との緊密な連携のもとにみほ産業文化フェスティバルを開催し、文化活動を通じて心豊かなまちづくりの実現に貢献する。

〔事業内容〕
　本村への新しい人の流れをつくり、交流人口の促進を図るため、個人及び団体並びに美浦村産業文化祭実行委員会と
の緊密な連携のもとにみほ産業文化フェスティバルを開催し、文化活動を通じて心豊かなまちづくりの実現に貢献する。

みほ産業文化フェスティバル事業

生涯学習課

新規 拡充 継続

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標

25



事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況
　大山地内の一部にサイクリングサインを設置し、サイクリストが安全・安心に走行できる環境づくりに努めた。

備 考

課 題
　県を主体とするサイクリング事業の推進体制は整ってきたところであるが、美浦村をはじめとする霞ケ浦南岸部のつい
てはサイクリストが安全・安心して走れる環境作り、ポケットパークなどの休憩施設整備が遅れが課題となっているてい
る。

今後の予定

主要事業の概要 ２－２－② 交流人口の促進

事業№ ２３ サイクリング環境整備事業

基本目標 ２ 見たい・住みたい・住み続けたい魅力あるまちづくり

施策 ２－２ 地域活性化の推進

　県が定めた水郷筑波サイクリング環境整備ガイドラインに基づき、まずは全体設計を進め、設計の基づき順次環境整
備工事を進める。　また、このサイクリングロードを活用したサイクリングイベントの開催も検討を進める。なお、開催にあ
たっては、参加者数等の集計を行い、KPIに加えていく予定である。

拡充 継続 中止

調整 調整－ －調整

Ｒ１年 目標

サイクリングイベント 整備 － 開催 開催 開催

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

－

Ｈ３０年 実績

－

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　筑波山や霞ケ浦などの自然を生かしたわが国を代表するサイクリング環境を整備するため、県が主体となり、日本一の
規模を誇る「水郷筑波サイクリングコース（仮称）」を誕生させる取り組みをしている。既存のつくば霞ケ浦りんりんロード
や霞ケ浦を周遊する自転車道を一体化させるなどしてコースの総延長を180キロまで延ばす計画で進めており、サイクリ
ングを核とした地域振興も視野に霞ケ浦沿岸市町村が一体となり整備を進める。そこで、美浦村への新しい人の流れを
つくるためサイクリング環境整備を進める。

〔事業内容〕
　筑波山や霞ケ浦などの自然を生かしたわが国を代表するサイクリング環境を整備するため、県が主体となり、日本一の
規模を誇る「つくば霞ヶ浦りんりんロード」が誕生したことから、本村への新しい人の流れをつくるためサイクリング環境整
備を進める。

サイクリング環境整備事業

企画財政課

新規 拡充 継続

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標

参加者数（人） 0 －
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況

　平成30年度は、分院跡地を交流資源として発信するため、学術関係者や一般を対象として分院建物の内覧会を開催し
た。　　　　内覧会者26名・屋外見学者106名。

備 考

課 題
　若者の定住化を図るという観点から、現状ではイベントを開催だけでは効果が十分に得られない部分があると考えら
れ、交流人口を増やすためには当該地区の全体的な利活用を考えていかなければならないこと。

今後の予定

主要事業の概要 ２－２－② 交流人口の促進

事業№ ２４ ミホー・アフター事業

基本目標 ２ 見たい・住みたい・住み続けたい魅力あるまちづくり

施策 ２－２ 地域活性化の推進

　平成30年度に開催したイベントの結果と平成29年度に東京医科歯科大学霞ケ浦分院跡地の活用方法等について住民
ニーズ調査を行った結果を踏まえて今後、進めていきたい。

拡充 継続 中止

1,000 1,0000 1651,000

Ｒ１年 目標

イベント開催数（回） 0 0 1 1 1

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

0

Ｈ３０年 実績

1

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　湖面積日本第2位を誇る「霞ケ浦」という資源を活かし、イベント等を開催することにより、来村する若者を増やすことで交
流人口を増やし、更には定住人口の増加を図ることを目的として事業を実施する。美浦村大山地区の大山ゲレンデ
（ジェットスキーやパスポートの発着所）は、元々、鹿島海軍航空隊の水上飛行機用のすべり傾斜であり、近年このスロー
プを利用し、湖水レジャーが盛んに行われており、また、都心に近いこともあり他県からからの来村者も増えている。この
場所でイベント等を定期的に開催することでリピーターを増やし、若者の定住化を図る。

〔事業内容〕
　湖沼面積日本第2位を誇る「霞ケ浦」という資源を活かすことで交流人口を増やし、更には定住人口の増加を図ることを
目的として各種事業を実施する。

ミホー・アフター事業

企画財政課

新規 拡充 継続

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標

来場者数（延べ）(人） 0 0
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　75歳以上の高齢者を対象に村と社会福祉協議会が共催で敬老の日の前日に敬老会を開催し、高齢者を敬い、長寿を
祝う。

〔事業内容〕
　75歳以上の高齢者を対象に村と社会福祉協議会が共催で敬老の日の前日に敬老会を開催し、高齢者を敬い、長寿を
祝う。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

敬老会参加者数（人） 301 301 350 350 350

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

281

Ｈ２８年 実績

主要事業の概要 ２－２－② 交流人口の促進

事業№ ２５ 敬老会事業

基本目標 ２ 見たい・住みたい・住み続けたい魅力あるまちづくり

施策 ２－２ 地域活性化の推進

敬老会事業

福祉介護課

新規 拡充 継続

Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

287

平成29年度
の

取り組み状況

　　敬老会当日雨天であったため出席者数は予定より下回ったが、怪我の報告もなく、予定通りの日程で敬老会を開催す
ることが出来た。

備 考

課 題
　超高齢化社会による敬老会対象者の増加に対し、例年開催場所としている美浦村中央公民館大ホールの収容人数が
限られていること。

今後の予定 　例年敬老会は、式典と芸能発表等を合わせて3時間30分間に及ぶ。会場前方のパイプ椅子席等に座る敬老者にとって
長時間の着席は疲れてしまうため、令和元年度敬老会は芸能発表の時間を昨年度より20分短くし、70分で行う予定。そ
れにより敬老会の終了時間も早める。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　国指定史跡「陸平貝塚」を広く知ってもらうことを目的に、縄文土器作りやどんぐりクッキー作りをはじめとする体験事業
を実施している。また、はた織り体験等、日本古来の生活に触れ、昔の暮らしに親しむ体験も実施している。

〔事業内容〕
　国指定史跡「陸平貝塚」を広く知ってもらうことを目的に、縄文土器作りやどんぐりクッキー作りをはじめとする昔の暮ら
しに親しむ体験事業を実施する。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

体験事業参加者数（人） 730 1,087 750 780 800

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

825

Ｈ２８年 実績

主要事業の概要 ２－３－① 観光振興

事業№ ２６ 美浦村文化財センター体験事業（陸平学園）

基本目標 ２ 見たい・住みたい・住み続けたい魅力あるまちづくり

施策 ２－３ 美浦だけの魅力づくり

美浦村文化財センター体験事業（陸平学園）

生涯学習課

新規 拡充 継続

Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

964

平成３０年度
の

取り組み状況

　5月の連休中に開催する体験イベント「縄文体験の日」はこれまでで最も多い参加人数を数えた。参加登録型としては
「竪穴住居復元プロジェクト」を実施し陸平貝塚に関わる新たな地域住民の関わりが生まれた。随時受入型の申込制の
体験事業は、周辺市町村の学校統合の影響もあり、前年度同様受入件数は少なかった。

備 考

課 題
　事前申し込みが不要で体験メニューが選べる体験講座「縄文体験の日」等は参加人数が増加しているため、体験メ
ニューを増やすなど体験者の選択肢を広げる工夫やアイデア。竪穴プロジェクトで復元した竪穴住居に関わった地域の
人びとが継続して関わっていけるような管理活動を軌道にのせる。

今後の予定
　平成20年度から実施してきた陸平貝塚の住民参加による発掘調査のまとめとして展示や成果発表の機会をもうけると
ともに、佐々木・飯島の最初の調査から140年という節目の年と広報紙「陸平通信」の100号が重なることから、陸平貝塚
の魅力を改めて情報発信する。また、新たに県・村指定となった文化財をメインに公開や調査を進め、美浦村の文化財を
より身近に感じもらう機会を設ける。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況

　地域の交流施設として安心・安全に使用していただけるよう、平成３０年度は以下の施設の整備を行った。
　・テニスコート人工芝張替え（１面）
　・子ども広場遊具更新
　・テニスコート照明更新
　・街路灯更新
　・トイレ改修

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　美浦村では、「定住・移住の促進」のため、子育て支援や生活支援を中心とする快適生活の実現により、若者を中心とし
た定住促進やＵＪＩターンの促進を図るため、光と風の丘公園の整備・維持管理を行う。
　また、スポーツを通じての健康づくり、体力づくりなど、スポーツ活動の場として、また、地域住民の憩いの場として地域
の連帯感の醸成に役立たせるため、光と風の丘公園の整備・維持管理を行う。

〔事業内容〕
　移住・定住の促進を図るため、地域住民の憩いの場として、光と風の丘公園の整備・維持管理を行う。
　また、スポーツを通じての健康づくり、体力づくりなど、スポーツ活動の場として、光と風の丘公園の整備・維持管理を行
う。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

光と風の丘公園利用者数（人） 32,000 32,872 32,000 32,000

主要事業の概要 ２－３－① 観光振興

事業№ ２７ 光と風の丘公園整備事業

基本目標 ２ 見たい・住みたい・住み続けたい魅力あるまちづくり

施策 ２－３ 美浦だけの魅力づくり

光と風の丘公園整備事業

生涯学習課

新規 拡充 継続

32,000

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

30,760

Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

27,156

備 考

課 題 　引き続き老朽化施設の改修・修繕が必要である。

今後の予定 　老朽化した施設の修繕を進め、村民のスポーツ活動の場として、また住民の憩いの場として活用が図られるよう適正な
整備・維持管理を行っていく。

拡充 継続 中止

30



事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況

　平成28年度から平成30年度までの3ヵ年で採択されている地方創生推進交付金を利用して、平成28年度に関東財務局
から払い下げを受けた大山地区の東京医科歯科大学霞ケ浦分院跡地（以下「分院跡地」という。）の活用方法の検討材
料とするため、平成30年度は学術経験者を含めた「内覧会」を開催した。

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　地方創生事業の地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金を活用して美浦村観光地化事業を計画し、その中で大
山ゲレンデを陸平貝塚や光と風の丘公園と並んで美浦村の核となる施設として旧東京医科歯科大学霞ケ浦分院跡地を
位置付けているので、美浦村への新しい人の流れをつくるため、イベントなどでこの旧病院跡地を含めて利用するように
計画する。

〔事業内容〕
　美浦村観光地化事業の一環として、本村への新しい人の流れをつくるため、イベントなどでこの旧病院跡地を含めて利
用するように計画する。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

利活用方策の検討 基礎調査 基礎調査 基礎調査 構想設計

主要事業の概要 ２－３－① 観光振興

事業№ ２８ 旧東京医科歯科大学霞ケ浦分院跡地整備事業

基本目標 ２ 見たい・住みたい・住み続けたい魅力あるまちづくり

施策 ２－３ 美浦だけの魅力づくり

旧東京医科歯科大学霞ケ浦分院跡地整備事業

企画財政課

新規 拡充 継続

計画設計

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

基礎調査

Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

構想設計

備 考

課 題

　分院跡地は平成28年9月に関東財務局より払い下げを受けたが、戦前の建築物で戦後は病院として使用されていた建
物も長期間放置されてきた影響で老朽化が進んでいる。分院跡地だけでなく隣接する国交省所管の土地も合わせて具
体的な利活用を今後検討していかなければならないが、その過程で財政的な負担及び都市計画等多くの課題を克服し
ていく必要があり、今後相当程度の年数を要すると見込まれる。

今後の予定
　分院跡地整備に関する諸課題を整理し、今後の活用の方向性を慎重に検討していく。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況

　ＪＲＡ美浦トレーニング・センターで設置している様々な展示物の他、本村のPRパネルや観光パンフレットを設置し、来館
された方に対し、本村の観光や特産品等をPRした。

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　ＪＲＡ美浦トレーニング・センターの広報会館４階にあるターフプラザは、南調教馬場や厩舎地区を一望できる施設であ
り、時期・時間帯によっては競走馬の調教風景も見ることができる。
　ＪＲＡ美浦トレーニング・センター所属の馬のGⅠ優勝パネルやレプリカゼッケン、その他ＪＲＡ美浦トレーニング・センター
に関する様々な展示物の他、美浦村PRパネルの設置をしており、来館された方に対し、美浦村の観光や特産品等をPRし
ている。

〔事業内容〕
　ＪＲＡ美浦トレーニング・センターの広報会館4階にあるターフプラザにおいて、美浦所属の馬のGⅠ優勝パネルやレプリ
カゼッケン、その他ＪＲＡ美浦トレーニング・センターに関する様々な展示物の他、本村のPRパネルを設置し、来館された
方に対し、本村の観光や特産品等をPRする。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

ﾀｰﾌﾌﾟﾗｻﾞ来館者数(人） 1,100 2,402 1,200 1,200

主要事業の概要 ２－３－② ＪＲＡとの連携

事業№ ２９ ターフプラザＰＲパネル更新事業

基本目標 ２ 見たい・住みたい・住み続けたい魅力あるまちづくり

施策 ２－３ 美浦だけの魅力づくり

ターフプラザＰＲパネル更新事業

企画財政課

新規 拡充 継続

1,200

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

2,079

Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

2,784

備 考

課 題
　現在掲示してある村のPRパネルの情報が一部古い情報となっており、来館者に対し最新の村情報を伝えたいと考え
る。

今後の予定 　美浦村のPRパネルを一部更新し、村の最新情報を来館者に対し積極的に周知する。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況

　観戦希望者については、広報みほ及び村ホームページで広く募集を行い、それぞれ募集定員15組30名のところ合わせ
て39名の応募者数があった。

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　毎年3月に中山競馬場で開催される「美浦ステークス」は、競走馬のふるさとである美浦村の名を冠したレース「美浦特
別」として毎年開催されてきた。平成20年からは「美浦ステークス」へとグレードアップし、さらに熱い戦いが繰り広げられ
ている。
　ＪＲＡ美浦トレーニング・センターは美浦村の代名詞とも言うべき、日本最大規模の競走馬調教施設であるが、施設内へ
の入場は厳しく制限されており、関係者以外の方は目にする機会がほとんどない。このＪＲＡ美浦トレーニング・センター
で鍛え上げられたサラブレッドたちの晴れ舞台を広く一般の方にも見ていただき、競馬をより身近に感じてもらう。
〔事業内容〕
　「美浦ステークス」は、競走馬のふるさとである本村の名を冠したレースとして毎年3月に中山競馬場で開催されている。
　ＪＲＡ美浦トレーニング・センターは美浦村の代名詞とも言うべき、日本最大規模の競走馬調教施設であるが、施設内へ
の入場は厳しく制限されており、関係者以外の方は目にする機会がほとんどない。このＪＲＡ美浦トレーニング・センター
で鍛え上げられたサラブレッドたちの晴れ舞台を広く一般の方にも見ていただき、競馬をより身近に感じてもらう。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

観戦希望応募者数（人） 60 56 60 60

主要事業の概要 ２－３－② ＪＲＡとの連携

事業№ ３０ 美浦ステークス事業

基本目標 ２ 見たい・住みたい・住み続けたい魅力あるまちづくり

施策 ２－３ 美浦だけの魅力づくり

美浦ステークス事業

企画財政課

新規 拡充 継続

60

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

82

Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

39

備 考

課 題 　毎年定員を超える応募があるため抽選により観戦者を決定しているが、安易に定員を増やすことができない。

今後の予定 　引き続き、美浦の名を冠するレースとして、ＪＲＡ美浦トレーニング・センターと協力体制のもと、この事業を推進してい
く。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況

　美浦馬のＧⅠレース10勝に伴い、横断幕を掲示した。
　なお、平成30年11月から「美浦ビジョン」が設置されたことにより、平成30年12月まで横断幕を掲げた。今後は、美浦ビ
ジョンを使い掲示事業を継続する。

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　美浦村へのひとの流れをつくるため、日本中央競馬会のＧⅠレースで美浦所属の競走馬1着に伴い、関係者の努力を
称えると共に「競走馬の里・美浦」のＰＲを兼ね、国道125号バイパス役場脇の陸橋に横断幕を掲示する。

〔事業内容〕
　日本中央競馬会のＧⅠレースで美浦所属の競走馬1着に伴い、関係者の努力を称えると共に「競走馬の里・美浦」のＰ
Ｒを兼ね、国道125号バイパス役場脇の陸橋に横断幕を掲示する。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

横断幕掲示回数（回） 10 13 12 12

主要事業の概要 ２－３－② ＪＲＡとの連携

事業№ ３１ GⅠレース優勝馬横断幕の掲示事業

基本目標 ２ 見たい・住みたい・住み続けたい魅力あるまちづくり

施策 ２－３ 美浦だけの魅力づくり

GⅠレース優勝馬横断幕の掲示事業

企画財政課

新規 拡充 継続

12

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

9

Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

10

備 考

課 題
　現在、2枚の横断幕をGⅠ制覇する毎に、レース名および勝利馬名の部分を業者に張り替えを委託しているが、職員4人
程度で陸橋部分に掲示をする作業が発生する。
　上記記載のとおり、12月までで解消した。

今後の予定
　今後は、GⅠレース優勝馬の掲示に限らず、村の情報等を美浦ビジョンに掲示していく。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　ＪＲＡ美浦トレーニング・センターでは主にＧⅠレース当該週に「調教見学ツアー」イベントを実施している。通常の見学ツ
アーは午前6時30分から午前10時に実施しているが、終了後は美浦村外で食事をしたり、観光を楽しむお客様が多い様
子である。調教見学ツアー参加者は茨城県民のみならず、東京都・千葉県・神奈川県・埼玉県などの首都圏からの参加
者も多数来村する。このような県外からの来場者を美浦村内での観光に誘引できれば、本村及びＪＲＡ美浦トレーニング・
センター相互のＰＲにつながるものと考える。

〔事業内容〕
　ＪＲＡ美浦トレーニング・センターでは主にＧⅠレース当該週に「調教見学ツアー」イベントを実施している。通常の見学ツ
アーは午前6時30分から午前10時に実施しているが、終了後は美浦村外で食事をしたり、観光を楽しむお客様が多い様
子である。調教見学ツアー参加者は茨城県民のみならず、東京都・千葉県・神奈川県・埼玉県などの首都圏からの参加
者も多数来村する。このような県外からの来場者を美浦村内での観光に誘引できれば、本村及びＪＲＡ美浦トレーニング・
センター相互のＰＲにつながるものと考える。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

開催回数（回） 1 1 1 1 1

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

0

Ｈ２８年 実績

主要事業の概要 ２－３－② ＪＲＡとの連携

事業№ ３２ 調教見学＆美浦村観光ツアー事業

基本目標 ２ 見たい・住みたい・住み続けたい魅力あるまちづくり

施策 ２－３ 美浦だけの魅力づくり

調教見学＆美浦村観光ツアー事業

経済課

新規 拡充 継続

Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

0

平成３０年度
の

取り組み状況

備 考

課 題

今後の予定

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況

・保育の充実,安全確保に心がけ取り組むことができた。
・保育所の一時預かり担当保育士の継続的確保ができなかったため,受け入れできない月ができてしまったが定期的に利
用する家庭が増えてきた。

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　子どもを安心して産み育てることが出来る環境や子ども一人一人が尊重され、豊かな育ちが実感出来る環境づくりを推
進する。

〔事業内容〕
　子どもを安心して産み育てることが出来る環境や子ども一人一人が尊重され、豊かな育みが実感出来る環境づくりを推
進する。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

預かり保育（幼稚園）（人） 600 562 600 600

主要事業の概要 ３－１－① 保育・預かりサービス

事業№ ３３ 保育サービスの拡充

基本目標 ３ 子育て・子育ちにやさしいまちづくり

施策 ３－１ 子どもの保育・居場所の充実

保育サービスの拡充

保育所・幼稚園

新規 拡充 継続

600

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

609

Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

531

230名　7日間 230名　7日間

一時預かり保育（保育所）（人） 200 223 200 200 200

248名　7日間

137

夏季希望保育（幼稚園）（人） 231名　7日間 234名　7日間 230名　7日間 １８９名７日間

145

備 考 ※Ｈ２８年度預かり保育実績（３,３８６）は述べ人数の為保育人数に訂正します。

課 題

・保護者のニーズ,要望に応じて合わせた保育をする。
・夏季は職員の研修が多く,日程の調整が必要。
・一時預かり担当保育士の確保。
・延長保育の充実を図る。

今後の予定
・2019年度夏季希望保育は８日間の予定。
・保護者のニーズ,要望に合わせた保育ができるよう努力する。
・一時預かり保育の充実を目指す。
・土曜日延長保育の検討と担当保育士の確保。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況

・入園希望者を全員受け入れることができた。
・大谷保育所の０歳児の定員を９名から１２名に変更し待機児童の解消に努めた。
・木原保育所では全体の定員以上の受け入れを実施し（クラスの定員は守る）待機児童の解消に努めた。

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　子どもを安心して産み育てることが出来る環境や、子ども一人一人が尊重され、豊かな育ちが実感出来る環境づくりと
保護者の就労を支援する。

〔事業内容〕
　子どもを安心して産み育てることが出来る環境や、子ども一人一人が尊重され、豊かな育ちが実感出来る環境づくりと
保護者の就労を支援する。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

入園希望者全員の受入れ（幼稚園）（人） 0 0 0 0

主要事業の概要 ３－１－① 保育・預かりサービス

事業№ ３４ 待機児童の解消

基本目標 ３ 子育て・子育ちにやさしいまちづくり

施策 ３－１ 子どもの保育・居場所の充実

待機児童の解消

保育所・幼稚園

新規 拡充 継続

0

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

0

Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

0

0 013希望者全員の受け入れ（保育所）（人） 0 14 0 13

備 考

課 題
・待機児童を０人にするための保育士,看護師の人員確保をする。
・環境の整備,保育内容の充実を図る。

今後の予定 ・保育士,看護師の募集を継続し,待機児童が出ないよう努力する。
・入園（入所）希望者を受け入れていく。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

Ｈ３０年 実績

22

5

－

随時

175

10

5 5

事業№ ３５ 子育て支援の充実

平成３０年度
の

取り組み状況

・幼稚園では,サークル活動,「あったか家庭塾」についても積極的な参加がみられた。
・子育て相談については,必要に応じて随時実施。
・保育所では,保育サポーターとの関わりや高齢者との交流を通して地域の子育て力を活用した取り組みが出来た。

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　乳幼児期は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要な時期であり、遊びや生活などを通して、子どもの主体性や自
発的な活動を促し、様々な可能性を持つ子どもが育つような環境づくりを推進する。

〔事業内容〕
　乳幼児期は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要な時期であり、遊びや生活などを通して、子どもの主体性や自
発的な活動を促し、様々な可能性を持つ子どもが育つような環境づくりを推進する。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標

保育所開放（保育所） （回） 9 9

基本目標 ３ 子育て・子育ちにやさしいまちづくり

施策 ３－１ 子どもの保育・居場所の充実

主要事業の概要 ３－１－① 保育・預かりサービス

10

6

拡充 継続 中止

子育て支援の充実

保育所・幼稚園

新規 拡充 継続

10

24 23

Ｒ１年 目標

ＰＴＡサークル活動（幼稚園）（回） 20 44 20 20 20

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

47

9

備 考
※「あったか家庭塾」については,Ｈ３０年度より生涯学習課にて村内学校合同での実施となった。（園からも積極的な参加
があった。）

あったか家庭塾（幼稚園）（回） 12 10 12 6 6

子育て相談・個人面談（幼稚園）（回） 23

課 題
・「サークル活動」「あったか家庭塾」について活動の内容を周知すると共に参加しやすい環境を整え参加者を増やす。
・地域の交流会へ積極的に参加する。
・保護者への子育て相談を充実させていく。

今後の予定

－ －

エンジョイ子育て広場（幼稚園）（回）

・あったか家庭塾の積極的な周知（幼稚園,保育所保護者へのお知らせ配付）をする。
・地域の交流会への参加を継続する。
・２０１９年度「美浦幼稚園体験入園」を年５回実施予定。

10 10

地域の交流（保育所）（回） 5 5 5 5

27

2

随時

162

2 2

183

子育て相談（保育所）（回） 随時 随時 随時 随時 随時

保育サポーター（保育所）（名） 183 172 183 183

2 2 2
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況
児童健全育成事業として、「大谷児童クラブ」、「木原児童クラブ」、「大谷第二児童クラブ」の3児童クラブを実施。

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　児童クラブ登録数の増加に対応するために児童クラブの拡充を図る。

〔事業内容〕
　児童クラブ登録者数の増加に対応するために児童クラブの拡充を図る。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

児童クラブ数（クラブ） 3 3 3 3

主要事業の概要 ３－１－① 保育・預かりサービス

事業№ ３６ 放課後児童クラブ整備事業

基本目標 ３ 子育て・子育ちにやさしいまちづくり

施策 ３－１ 子どもの保育・居場所の充実

放課後児童クラブ整備事業

子育て支援課

新規 拡充 継続

3

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

3

Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

3

備 考

課 題
木原児童クラブの登録数は増加、大谷児童クラブは減少傾向となっている。利用人員によるクラブ数の検討を継続的に
実施する。

今後の予定
今後の児童数の推移と1日の利用状況を分析し、クラブ数の検討を進める。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育ての相談、情報の提供、助言等を行い、子育てしやす
い村づくりの充実を図る。

〔事業内容〕
　乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育ての相談、情報の提供、助言等を行い、子育てしやす
い村づくりの充実を図る。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

1日の利用児数（人） 40 30 60 70 80

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

58

Ｈ２８年 実績

主要事業の概要 ３－１－① 保育・預かりサービス

事業№ ３７ 子育て広場事業

基本目標 ３ 子育て・子育ちにやさしいまちづくり

施策 ３－１ 子どもの保育・居場所の充実

子育て広場事業

子育て支援課

新規 拡充 継続

Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

51

平成３０年度
の

取り組み状況

今年度は、お楽しみタイムやおもちゃ図書館等の新規事業や子育て支援に関する講習会の開催により、子育て世代に
とって魅力的な内容である事を目指し、利用者の継続事業を促した。子育て相談、情報の提供の場として、親子の交流の
場として子育て世代を支援する拠点となった。

備 考

課 題
出生率が低下する状況であり、利用者数の確保が懸念されるが、引続き子育て広場の事業の充実を目指し、利用者を定
着させていく必要がある。

今後の予定 子育て支援センターの周知として、児童手当の出生、転入の手続の際子育て支援センターのチラシにチラシをお渡しする
等住民へのＰＲに努める。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の預かり等の援助を受けることを希望する者
と援助を行うことを希望する者との相互援助活動を行う事業であり、子育て支援の一事業である。登録児童に対しては、
病後児対応も実施する。

〔事業内容〕
　乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の預かり等の援助を受けることを希望する者
と援助を行うことを希望する者との相互援助活動を行う。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

１日の利用者数（人） 2 1 3 4 4

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

3

Ｈ２８年 実績

主要事業の概要 ３－１－① 保育・預かりサービス

事業№ ３８ ファミリーサポート事業

基本目標 ３ 子育て・子育ちにやさしいまちづくり

施策 ３－１ 子どもの保育・居場所の充実

ファミリーサポート事業

子育て支援課

新規 拡充 継続

Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

3

平成３０年度
の

取り組み状況
預りの援助活動の調整を行うとともに援助活動に必要な講習会を実施する等充実した活動を目指した。

備 考

課 題 　サポーターの高齢化があり、若いサポーターの参加を募る必要がある。

今後の予定
安心して利用できる児童の預りの場として広く周知するとともにサポータ－の確保に努める。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

事 業 概 要

健診受診者数（人）

100

84

100

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

100

Ｈ３０年 実績

99

ブックスタート事業

生涯学習課

Ｒ１年 目標

配 布 率（％） 100 100 100

95

新規 拡充 継続

〔事業趣旨〕
　中央公民館図書室では、平成17年8月から保健センターで行われる4ヶ月児健診の折に、ブックスタート事業を実施し
ている。
　赤ちゃんが生まれた家庭に絵本の入ったブックスタートパックを無償で配布し、自治体として新生児の出生を歓迎して
いることや、子育てを支援していることを住民に伝え、美浦村への新しい人の流れをつくる。

〔事業内容〕
　赤ちゃんが生まれた家庭に絵本の入ったブックスタートパックを無償で配布し、自治体として新生児の出生を歓迎して
いることや子育てを支援していることを住民に伝え、本村への新しい人の流れをつくる。

101

平成３０年度
の

取り組み状況

保健センターで毎月行われている4ヶ月児健診受診時に、健診に参加した親子を対象としてブックスタートを実施した。
活動内容の詳細としては、ブックスタート活動の取り組みについての説明および図書室の案内、絵本の読み聞かせ、
絵本パックの配布を行った。
配布物については、ブックスタート・パックという形で、ＮＰＯブックスタートが選定した絵本より『はらぺこあおむし』『くっつ
いた』に加え布製バッグ、ブックスタート活動の案内、図書室案内等を用意した。

95 83

基本目標 ３

施策 ３－１ 子どもの保育・居場所の充実

子育て支援課

主要事業の概要 ３－１－② 豊かな心を育む支援

事業№ ３９ ブックスタート事業

備 考

配　布　数（人） 101

課 題
前年度に続き、ブックスタート・パックの絵本が兄妹などでなるべく重複しないよう、絵本の選定に注意していく。
検診未受診の家庭については、後日図書室にてブックスタート・パックの受け取りが可能であることを
広報等で周知を行っていく。

今後の予定

拡充 継続 中止

新生児の家庭へ絵本を無償配布することを継続的に行うことによって、自治体全体で子育てを支援していくとともに親子
で本に親しむ環境づくりを促進する。

目 標
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　妊娠・出産について正しい知識を身につけ、出産への不安解消を図ることを目的とし、実践的な情報提供と実技指導を
行う。また、地域的に、核家族が多い傾向にあるので、精神的孤立を解消するため、妊婦同士の交流を促進していく。
　子育て支援センターの事業内容（出産後の育児相談や就学前の子どもの遊び場など）を紹介し、産後も切れ目のない
支援を行うことを目的とする。

〔事業内容〕
　1コース４回、年間３コース実施。１コースの内容は、次のとおり。
　　1回目「妊娠と分娩」　２回目「歯の健康」　３回目「栄養と調理」
　　４回目「沐浴と育児」、及び「子育て支援センター」の紹介

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

妊婦実数（人） 25 18 25 25 25

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

23

Ｈ２８年 実績

主要事業の概要 ３－１－③ 母子保健支援

事業№ ４０ マタニティ教室事業

基本目標 ３ 子育て・子育ちにやさしいまちづくり

施策 ３－１ 子どもの保育・居場所の充実

マタニティ教室事業

健康増進課

新規 拡充 継続

Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

18

91 9187延参加数（人） 91 57 91 60

平成３０年度
の

取り組み状況

　母子手帳発行時マタニテイ教室への参加を促し、第1子の妊婦には個人通知もする。また、高齢妊婦、若年妊婦及びシ
ングルマザー等に対しては電話でも勧誘を行った。

備 考

課 題

妊娠届出数が減っている中で、この教室を通して妊婦どおしの繋がり、行政との顔の見える関係作りができるという点が
強みであり、また村内に友人が居ないなど妊婦の孤立化を避け子育て仲間づくりになる教室でもある。
講座参加者を増やすことは、その繋がり・広がりを作っていくことに直結する。そのために、対象者のライフスタイル（仕事
の有無、里帰りの有無、出産予定日等）を考慮した上で、受講勧奨や参加しやすい環境づくりをしていく必要がある。

今後の予定
参加者の意見を聞きながらニーズを把握し、内容等を検討しながら継続して実施していく。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　平成23年度から子育て支援事業の一部とタイアップし、子育て支援センターにおいて保健師・助産師・栄養士による育
児相談を行う。

〔事業内容〕
　対象：概ね２か月～１歳3か月の子どもがいる方、妊婦
　日程：子育て支援センター事業「ぴよぴよ＆プレママサロン」の開催日（毎月１回）
　場所：子育て支援センター
　内容：育児全般についての相談（体重測定、発育、離乳食、予防接種など）

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

参加者延人数（人） 270 252 270 270 270

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

193

Ｈ２８年 実績

主要事業の概要 ３－１－③ 母子保健支援

事業№ ４１ 育児相談事業

基本目標 ３ 子育て・子育ちにやさしいまちづくり

施策 ３－１ 子どもの保育・居場所の充実

育児相談事業

健康増進課

新規 拡充 継続

Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

200

平成３０年度
の

取り組み状況

子育て支援センター事業である「ぴよぴよサロン」の開催日に合わせて、毎月１回育児相談を実施している。育児相談に
ついては、健康カレンダーや子育てカレンダーにも年間予定を掲載し、４か月時健診では育児相談のチラシを配布し周知
している。

備 考

課 題 　出生数も減少しているが、育児相談の参加者数はほぼ維持されており、継続の必要がある。

今後の予定
乳幼児健診後のフォローの場としても活用しており、今後も子育て支援センターとタイアップして継続していく。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　安心して出産や子育てができるように、必要な情報を妊婦の方や乳幼児の保護者の方にインターネット配信により提供
する。

〔事業内容〕
　インターネットにより登録し、各ステージに合わせた情報を配信する。
　『妊娠期』（毎日配信）
・おなかの赤ちゃんの様子（赤ちゃんの一般的な成長・発達の様子）
・ママのからだのこと（妊娠中の食事、生活のアドバイス）
　『子育て期』 （２歳未満までは週２回程度、３歳未満までは月２回程度配信）
・子どもの成長の様子や子育てへのアドバイス（世話の仕方、ふれあい方、授乳や離乳食のこと）
　『村の子育てサービス情報』
　※子育て支援等に関する情報の掲載については、学校教育課と協議する。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

産前メール（登録数） 11 3 11 11 11

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績Ｈ２８年 実績

主要事業の概要 ３－１－③ 母子保健支援

事業№ ４２ きずなメール事業

基本目標 ３ 子育て・子育ちにやさしいまちづくり

施策 ３－１ 子どもの保育・居場所の充実

きずなメール事業

健康増進課

新規 拡充 継続

Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

54 54産後メール（登録数） 54 43 54

平成３０年度
の

取り組み状況

備 考 　登録者数が少なく、伸びも見込めないため、Ｈ28年度で廃止。

課 題

今後の予定

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

拡充 継続 中止

平成３０年度
の

取り組み状況

例年どおり実施。高齢者の肺炎球菌予防接種は、定期対象者と任意対象者の区別をする必要があるため、作成した資
料を年度初めに協力医療機関へ配布し、接種誤りがないよう協力してもらっている。

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　次代を担う子どもたちを感染症から守り、健やかな育ちを支えるため、予防接種法に定めがなく、被接種者又は保護者
の自由意思により接種することになっている任意の予防接種について費用助成を行う。

〔事業内容〕
　費用助成をする任意予防接種の種類は以下のとおり。
・罹患率の高い季節性インフルエンザの感染とまん延を予防するためのインフルエンザ予防接種。
・2～7歳（特に4、5歳）を中心に流行し、罹患すると保育所や学校を長期間休まなければならないおたふくかぜの感染とま
ん延予防のためのおたふくかぜ予防接種。
・感染力が強いため集団予防を図り、免疫のない妊婦への感染予防（胎児への感染防止）を目的として行う風しん（成
人）の予防接種。
・肺炎球菌に起因する肺炎の発症と重症化を防ぐことを目的とする高齢者の肺炎球菌予防接種（定期対象者以外の
者）。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標

風しん（成人）の予防接種（人） 3 6 3

1,472 1,500

Ｈ２９年 実績

1,314

任意予防接種助成事業

健康増進課

基本目標 ３ 子育て・子育ちにやさしいまちづくり

施策 ３－１ 子どもの保育・居場所の充実

主要事業の概要 ３－１－③ 母子保健支援

事業№ ４３ 任意予防接種助成事業

備 考

おたふくかぜ予防接種（人） 150 149 150 150 150

課 題
昨年度から麻しん風しんの流行がみられるため、妊娠前に予防できるよう周知の方法を検討してく必要がある。
（ただし、任意接種にあたるため積極的な勧奨はできかねる。）

今後の予定

・風しん（成人）の予防接種に関して、対象要件の見直しを行いH31年度より要綱を改正。抗体検査の結果、抗体が不十分な者へ助
成対象と変更した。県で、7/1より妊娠を希望する女性等に対する風しん抗体検査事業が開始される予定であるため、抗体検査を未
実施の者に対しあわせて案内することで抗体検査を受けたことがない方も助成できるよう支援していく。
・ロタの予防接種費用助成について、助成の方向で検討していく。（県内市町村でロタの予防接種費用助成を行っているのは、22市
町村）

3

121

5

36

新規 拡充 継続

3

高齢者の肺炎球菌（人） 50 51 50 50 50

Ｒ１年 目標

子どもｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ接種（人） 1,500 1,500 1,500

Ｈ３０年 目標 Ｈ３０年 実績

1,316

107

11

24
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況

「県の補助金交付決定を受けていること」が対象要件となるので、県（管轄保健所）の窓口に村のリーフレットを常設して
もらい本村住民へ配布してもらっている。

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　不妊治療のうち、保険外診療である体外受精および顕微授精（以下「特定不妊治療」という。）については、１回の治療
費が高額であり、その経済的負担が重いことから、特定不妊治療に要する費用の一部を助成することにより、不妊に悩
む夫婦の経済的負担軽減を図る。

〔事業内容〕
　次の要件を満たす対象者に不妊治療費補助金を交付する。
・茨城県不妊治療費補助金の交付決定を受けていること。
・法律上の婚姻をしている夫婦で、夫または妻のいずれか一方が、１年以上村内に住所を有すること。
・村税に滞納がないこと。
・助成年限・回数などは、県助成制度に準じる。
＊補助金の上限額を5万円から10万円に増額（平成28年度から）

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標

10 10 10

Ｈ３０年 実績

基本目標 ３ 子育て・子育ちにやさしいまちづくり

施策 ３－２ 子育て世代に対する経済的支援

主要事業の概要 ３－２－① 医療にかかる経済的支援

事業№ ４４ 不妊治療費補助金交付事業

不妊治療費補助金交付事業

健康増進課

新規 拡充 継続

備 考

課 題

今後の予定
県の助成事業に準じて今後も継続して実施する。

拡充 継続 中止

7 7

Ｒ１年 目標

治療者数（人） 7

Ｈ３０年 目標Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標

6 7

Ｈ２９年 実績

6

5

治療回数（回） 10 7 20

8
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　将来の担い手である子供の医療費を助成することにより、医療機関の適切な受診を促進し、健康の保持を図る。病気
の早期発見・早期治療ひいては医療費の抑制にも繋がる等の効果が見込まれる。

〔事業内容〕
　医療保険で病院等にかかった場合の一部負担金相当額を公費で助成し、医療費の負担を軽減する。
　医療福祉制度（マル福）の所得制限を超えた者の医療費・マル福の助成範囲外である中学生の外来診療分の医療費
及びマル福の自己負担金が対象。
※平成30年10月から助成対象が拡大され、高校生相当の入院診療分も助成を行うこととなった。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

子ども医療費助成（千円） 20,342 16,811 20,647 20,957 21,271

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

12,150

Ｈ２８年 実績

主要事業の概要 ３－２－① 医療にかかる経済的支援

事業№ ４５ こども医療費助成事業

基本目標 ３ 子育て・子育ちにやさしいまちづくり

施策 ３－２ 子育て世代に対する経済的支援

こども医療費助成事業

国保年金課

新規 拡充 継続

Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

11,119

平成３０年度
の

取り組み状況

平成30年度は、こども医療費助成として幼児延べ624件、小学生延べ565件、中学生延べ299件、高校生相当延べ3件、
ひとり親世帯延べ33件の合計延べ1,524件の申請があり約11,119千円を助成した。

※Ｈ31年4月受診分より医療福祉制度（マル福）の所得制限超過者および中学生・高校生相当の外来受診分を「償還払
い」から「現物給付」での助成方法へと変更するため関係機関との調整、事務手続きを行った。

備 考
※現物給付　医療機関等を受診するとき窓口負担をせず、その場で助成を受けること
※現金給付　療養費などを役場から現金（口座振替）で支給すること

課 題 医療費の完全無料化により多受診・乱受診を招く恐れがある。

今後の予定
助成対象を拡大し、高校生の外来診療分についても助成を行う。これにより高校生相当までの医療費が完全無料化とな
る。また、これまではマル福自己負担金を領収書および申請書を提出してもらうことで助成していたが、平成31年4月の受
診分からは指定の口座へ自動的に助成額を振り込む方法（自動償還）へ変更。これにより保護者が申請に来る負担を軽
減する。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　医療福祉制度（マル福）とは、小児（外来：小学生まで　入院：高校生相当まで）・妊産婦・ひとり親家庭（母子家庭・父子
家庭）・重度心身障害者等の医療福祉受給対象者が、必要とする医療を容易に受けられるよう、医療保険で病院等にか
かった場合の一部負担金相当額を公費で助成し、医療費の負担を軽減する制度である。村単独の医療費助成制度と併
用することで、病気の早期発見・早期治療ひいては医療費の抑制にも繋がる等の効果が見込まれる。

〔事業内容〕
　医療保険で病院等にかかった場合の一部負担金相当額を公費で助成し、医療費の負担を軽減する。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

現物分医療費（千円） 83,308 85,529 86,873 88,176 89,498

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

91,847

Ｈ２８年 実績

主要事業の概要 ３－２－① 医療にかかる経済的支援

事業№ ４６ 医療福祉制度（マル福）事業

基本目標 ３ 子育て・子育ちにやさしいまちづくり

施策 ３－２ 子育て世代に対する経済的支援

医療福祉制度（マル福）事業

国保年金課

新規 拡充 継続

Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

78,803

3,146 3,1932,706現金分医療費（千円） 3,054 3,195 3,100 3,257

平成３０年度
の

取り組み状況

平成30年度は、現物分給付として妊産婦延べ377件、小児延べ16,716件、ひとり親世帯の親子延べ3,235件、重度心身障
害者延べ8,097件の合計延べ28,425件約78,803千円を助成した。
また、現金分給付として妊産婦延べ10件、小児延べ280件、ひとり親世帯の親子延べ155件、重度心身障害者延べ124件
の合計延べ569件約3,257千円を助成した。
※平成30年10月から助成対象が拡大され、高校生相当の入院診療分も助成を行うこととなった。

備 考
※現物給付　医療機関等を受診するとき窓口負担をせず、その場で助成を受けること
※現金給付　療養費などを役場から現金（口座振替）で支給すること

課 題
原則として申請制であるため、妊産婦・ひとり親・障がい者のマル福の受給要件を満たした方が適正な医療費助成を受
けられるよう、申請案内を徹底する必要がある。

今後の予定 広報誌や制度案内のチラシ・ポスター等で医療福祉制度の周知を徹底し、小児・妊産婦・ひとり親家庭・障がい者に対し
医療機関の適切な受診を促す。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　村民が受診する人間ドック等の受診費用の一部を助成することにより村民の健康の保持及び増進を図る。

〔事業内容〕
　村民が受診する人間ドック・脳ドックの受診費用の一部を助成する。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

国保（人） 150 152 150 150 150

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

120

Ｈ２８年 実績

主要事業の概要 ３－２－① 医療にかかる経済的支援

事業№ ４７ 人間ドック・脳ドックの受診費の助成事業

基本目標 ３ 子育て・子育ちにやさしいまちづくり

施策 ３－２ 子育て世代に対する経済的支援

人間ドック・脳ドックの受診費の助成事業

国保年金課

新規 拡充 継続

Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

148

40 4035後期高齢（人） 40 22 40 36

平成３０年度
の

取り組み状況

　平成30年度、本事業においては、国民健康保険及び後期高齢者医療制度の被保険者を対象に、脳ドック30,000円、人
間ドック20,000円の助成を行った。

　国民健康保険被保険者分 ： 脳ドック23人、人間ドック125人の合計148人に利用券を交付し、総額3,190千円を助成
　後期高齢者医療被保険者分  ： 脳ドック12人、人間ドック24人の合計36人に利用券を交付し、総額840千円を助成

備 考

課 題
　疾病を未然に防ぎ被保険者の健康の保持を図ることや、疾病の早期発見、早期治療開始により重症化を防ぎ、医療費
の抑制を図ることを目的として被保険者に対し人間ドック等の受診費用の一部を助成しているが、ドック受診後の保健指
導利用者が少ないため、健康増進課と連携し、保健指導の利用率を上げていくことが課題である。

今後の予定 　被保険者の健康の保持及び疾病の重症化予防による医療費の抑制を目的として、引き続き受診費用の一部の助成を
行う。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　所得制限により県医療福祉制度に非該当となった妊産婦の医療費を助成することで、医療機関の適切な受診を促進
し、健康の保持を図る。
　病気の早期発見・早期治療ひいては出生率の向上にも繋がるなどの効果が見込まれる。

〔事業内容〕
　医療保険で病院等にかかった場合の一部負担金相当額を公費で助成し、医療費の負担を軽減する。
　医療福祉制度（マル福）の所得制限を超え非該当となった妊産婦の医療費が対象。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

妊産婦医療費助成（千円） 196 107 198 201 204

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

0

Ｈ２８年 実績

主要事業の概要 ３－２－① 医療にかかる経済的支援

事業№ ４８ 妊産婦医療費助成事業

基本目標 ３ 子育て・子育ちにやさしいまちづくり

施策 ３－２ 子育て世代に対する経済的支援

妊産婦医療費助成事業

国保年金課

新規 拡充 継続

Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

0

平成３０年度
の

取り組み状況

平成30年度は、申請がなかったため支出額なし。

※Ｈ31年4月受診分より「償還払い」から「現物給付」での助成方法へと変更するため関係機関との調整、事務手続きを
行った。

備 考 令和元年度から予算組替え

課 題 適正な医療費助成を受けられるよう、申請案内を徹底する必要がある。

今後の予定
引続き全ての妊産婦に対して医療費助成を行うことで、安全な妊娠・出産ができる環境を整える。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　就学前の子どもを2人以上持つ世帯における3歳未満児の保育料を軽減することにより、子育て世帯の経済的負担の軽
減を図る。

〔事業内容〕
　就学前の子どもを2人以上持つ世帯における3歳未満児の保育料を軽減することにより、子育て世帯の経済的負担の軽
減を図る。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

実施状況 廃止 廃止 廃止 廃止 廃止

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

廃止

Ｈ２８年 実績

主要事業の概要 ３－２－② 多子世帯に対する経済的支援

事業№ ４９ すこやか保育応援事業

基本目標 ３ 子育て・子育ちにやさしいまちづくり

施策 ３－２ 子育て世代に対する経済的支援

すこやか保育応援事業

子育て支援課

新規 拡充 継続

Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

廃止

平成３０年度
の

取り組み状況

備 考 　※県補助事業のすこやか保育応援事業が平成27年度末に廃止（他制度移行）になったことに伴い、当該事業も廃止となった。

課 題

今後の予定

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　幼稚園・保育所に通う2人目の利用額の半分軽減、3人目の利用額は無料とし、多子世帯の保育料の軽減をすることで
経済的負担の軽減を図る。

〔事業内容〕
　幼稚園・保育所に通う2人目の利用額の半分軽減、3人目の利用額は無料とし、多子世帯の保育料の軽減をすることで
経済的負担の軽減を図る。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

受給者人数（人） 6 7 6 6 6

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

9

Ｈ２８年 実績

主要事業の概要 ３－２－② 多子世帯に対する経済的支援

事業№ ５０ 多子世帯保育料軽減事業

基本目標 ３ 子育て・子育ちにやさしいまちづくり

施策 ３－２ 子育て世代に対する経済的支援

多子世帯保育料軽減事業

子育て支援課

新規 拡充 継続

Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

13

平成３０年度
の

取り組み状況

 子どもを２人以上持つ世帯における３歳未満児の利用者負担を軽減を図り、子どもを産み育てやすい環境づくりを推進
することを目的に、以下の要件を満たす児童の保護者等に対し、多子世帯保育料軽減事業費補助金の交付（対象児童
数13人、支給金額2,816,900円）を実施した。
　・子どもを2人以上持つ世帯で教育・保育給付を受けている第2子以降の子　　・3歳未満児
　・利用者負担額階層区分が第4階層の一部に属する世帯(所得割課税額が57,700円以上、ひとり親に
　　あっては77,101円以上)又は第5階層に属する世帯の子ども　　・保育所利用者負担額の未納がないもの

備 考

課 題

今後の予定
県補助事業（県1/2、村1/2）の制度に則り継続実施する予定

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

事 業 概 要

［事業趣旨］
　自転車通学をしている村立小・中学校の児童・生徒の通学時の安全を図るため、無料で対象児童・生徒に自転車用ヘ
ルメットを贈呈する。

〔事業内容〕
　自転車通学をしている村立小・中学校の児童・生徒の通学時の安全を図るため、無料で対象児童・生徒に自転車用ヘ
ルメットを贈呈する。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

美浦中購入数（個） 115 106 140 131 131

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

115

Ｈ２８年 実績

主要事業の概要 ３－２－③ 入学・入園の経済的支援

事業№ ５１ ヘルメット贈呈事業

基本目標 ３ 子育て・子育ちにやさしいまちづくり

施策 ３－２ 子育て世代に対する経済的支援

ヘルメット贈呈事業

学校教育課

新規 拡充 継続

Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

114

40 4037大谷小購入数（個） 40 19 40 0

平成３０年度
の

取り組み状況

新たに自転車通学となる生徒のヘルメットを購入。登下校時の安全意識を高め、ヘルメットの着用により安全を確保して
登下校できた。また、令和元年度より大谷小バス通学児童を小学校３年生まで拡大したため、自転車通学児童が４年生
からとなったことから、平成30年度の大谷小学校購入実績は0となっている。
　・購入費　…　中学校　282,720円

備 考

課 題

今後の予定
　長距離通学児童生徒には自転車通学は必須であり、その安全を確保するために事業を継続する。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　学校教育法第１９条規定（経済的理由によって、就学困難と認められる児童生徒の保護者に対して、市町村は、必要な
援助を与えなければならない。）に基づき、児童生徒の保護者に対し、就学に必要な費用を援助することにより義務教育
の円滑な実施を資するため、要保護・準要保護児童生徒就学支援事業を実施する。

〔事業内容〕
　保護者に対し、就学に必要な費用を援助することにより義務教育の円滑な実施を資するため、要保護・準要保護児童生
徒就学支援事業を実施する。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

支給対象児童生徒数（人） 96 72 96 96 96

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

61

Ｈ２８年 実績

主要事業の概要 ３－２－③ 入学・入園の経済的支援

事業№ ５２ 要保護・準要保護児童生徒就学支援事業

基本目標 ３ 子育て・子育ちにやさしいまちづくり

施策 ３－２ 子育て世代に対する経済的支援

要保護・準要保護児童生徒就学支援事業

学校教育課

新規 拡充 継続

Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

64

平成３０年度
の

取り組み状況

　経済的な理由によって就学困難となっている児童生徒の保護者に対し、必要な費用の援助を行った。また、平成31年度
就学する児童生徒に新入学児童生徒学用品費の費用援助を行った。
　・援助額　…　小学校　2,455,603円
　　　　　　　　　　うち新入学児童生徒学用品費582,200円（小学校入学203,000円、中学校入学379,200円））
　　　　　　　　　 中学校　4,057,181円

備 考

課 題

今後の予定 　少子化により児童生徒数が減少する中、父子家庭、母子家庭の増加、また非正規雇用の増加により経済的な問題を抱
える児童生徒が増え、就学援助の需要が高まっており、事業継続の予定である。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
・私立幼稚園に就園奨励費補助事業
　幼稚園教育の普及充実を図る一環として、私立幼稚園に就園する3歳児の保護者に交付金を支給する事業
　※子ども子育て支援新制度に移行しない私立幼稚園が対象

〔事業内容〕
　幼稚園教育の普及充実を図る一環として、私立幼稚園に就園する3歳児の保護者に交付金を支給する。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

交付金支給人数（人） 30 28 30 30 30

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

15

Ｈ２８年 実績

主要事業の概要 ３－２－③ 入学・入園の経済的支援

事業№ ５３ 3歳児私立幼稚園補助事業

基本目標 ３ 子育て・子育ちにやさしいまちづくり

施策 ３－２ 子育て世代に対する経済的支援

3歳児私立幼稚園補助事業

学校教育課

新規 拡充 継続

Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

21

平成３０年度
の

取り組み状況

新制度に移行していない私立幼稚園に就園する３歳児の保護者に、助成金を交付。保護者の経済的負担を軽減するこ
とにより、幼児教育の振興と充実を図った。
・２つの幼稚園に就園する２１人の保護者に対し、375,000円を交付

備 考

課 題
３歳児の幼稚園利用が定着している、新制度に移行している施設が半数を超えるという現状にあり、補助事業の継続に
ついて検討して行く必要がある。

今後の予定
　幼稚園、保育所の保育料無償化実施に伴い中止の予定。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　村立小中学校において、学校生活に困難を生じている障害のある児童・生徒の安全な学校活動を確保し，合わせて教
育面や情緒面での支援を充実させるために、生活介助員を配置する。

〔事業内容〕
　小・中学校において、学校生活に困難を生じている障害のある児童・生徒の安全な学校活動を確保し、合わせて教育面
や情緒面での支援を充実させるために、生活介助員を配置する。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

生活介助員数（人） - 5 - - -

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

5

Ｈ２８年 実績

主要事業の概要 ３－３－① 教育の質の向上

事業№ ５４ 生活介助員配置事業

基本目標 ３ 子育て・子育ちにやさしいまちづくり

施策 ３－３ 美浦教育の質の向上

生活介助員配置事業

学校教育課

新規 拡充 継続

Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

7

平成３０年度
の

取り組み状況

　学校生活に困難が生じている児童に生活の介助を行った。平成30年度より新たに大谷小・安中小に各1名ずつ配置し
た。
　・木原小学校　3人、大谷小学校　3人　安中小1人配置

備 考

課 題

今後の予定 　「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」が施行され、合理的な配慮の提供が義務付けられたことから、生
活介助員の配置は継続する必要がある。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　外国人英語指導助手を配置することによって、幼保・小・中学校において、英語力の向上と国際社会に対する理解を深
めることを目的とする。

〔事業内容〕
　外国人英語指導助手を配置することによって、幼保・小・中学校において、英語力の向上と国際社会に対する理解を深
めることを目的とする。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

外国人英語指導助手数（人） 3 2 3 3 3

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

3

Ｈ２８年 実績

主要事業の概要 ３－３－① 教育の質の向上

事業№ ５５ 外国人英語指導助手配置事業

基本目標 ３ 子育て・子育ちにやさしいまちづくり

施策 ３－３ 美浦教育の質の向上

外国人英語指導助手配置事業

学校教育課

新規 拡充 継続

Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

3

平成３０年度
の

取り組み状況

　今まで、小・中学校を主体に実施してきたが、平成29年度から指導助手を1名増員し、就学前の児童を対象とした幼稚
園や保育所における英語教育を実施
　・保育所…　週１日
　・小学校、幼稚園…　木原小・大谷小　週1.5日、安中小　週１日、幼稚園　週１日
　・中学校…　週５日

備 考

課 題

今後の予定 　令和2年度より、小学校における英語の必修化に伴い、早い段階から英語に親しむ環境を整え、美浦村の特色として打
ち出していく。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　不登校、引きこもりなど、悩みや心配事を持つ保護者が増えており、早期の発見対応等を行うことを目的に教育相談を
実施し、学童の支援の充実を図る。

〔事業内容〕
　不登校、引きこもりなど、悩みや心配事を持つ保護者が増えており、早期の発見対応等を行うことを目的に教育相談を
実施し、学童の社会性・自主性を育む。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

適用指導教室相談員（人） 4 4 4 4 4

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

4

Ｈ２８年 実績

主要事業の概要 ３－３－① 教育の質の向上

事業№ ５６ 適応教室事業

基本目標 ３ 子育て・子育ちにやさしいまちづくり

施策 ３－３ 美浦教育の質の向上

適応教室事業

学校教育課

新規 拡充 継続

Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

3

- -36相談件数（件） - 58 - 42

平成３０年度
の

取り組み状況

　児童生徒の不登校、引きこもりなど、悩みや心配事を持つ保護者が増えており、早期発見、対応のため教育相談を実
施している。
 支援の必要な児童生徒に対し、個々に速やかに対応を行うため、適応指導教室相談員が支援を行った。

備 考

課 題
 特別な配慮を要する児童生徒を持つ家庭の増加、悩みや心配事が複雑化、多様化してきているため、相談員の専門性
や対応力を高めていく必要がある。

今後の予定
　今後、訪問型家庭教育支援事業、子育て支援課との連携を図り、さらに訪問等を充実させていく。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　小・中学校において、児童・生徒の個性を生かし，主体的な学習を促すため，少人数指導教員（ＴＴ）を配置し、ティーム
ティーチングや少人数指導による個に応じた学習指導を行う。

〔事業内容〕
　小・中学校において、児童・生徒の個性を生かし、主体的な学習を促すため、少人数指導教員（ＴＴ）を配置し、ティーム
ティーチングや少人数指導による個に応じた学習指導を行う。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

TT人数（人） 7 7 6 6 6

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

5

Ｈ２８年 実績

主要事業の概要 ３－３－① 教育の質の向上

事業№ ５７ ＴＴ配置事業

基本目標 ３ 子育て・子育ちにやさしいまちづくり

施策 ３－３ 美浦教育の質の向上

ＴＴ配置事業

学校教育課

新規 拡充 継続

Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

4

平成３０年度
の

取り組み状況

　学力向上を図るため、非常勤講師を小学校に配置し、少人数学習や習熟度別による学習などを推進した。
　・木原小学校　2人、大谷小学校　2人　配置

備 考

課 題
　全体児童数の減少により財政的負担から事業の縮小が望まれるが、きめ細かな指導は学力向上だけでなく健全な学
級運営の面からも継続していく必要があるものといえる。

今後の予定 　全体児童数の減少や財政的負担を考慮し、平成29年度からは減員の目標を掲げたが、これを踏まえたうえで本事業は
必要なTTを確保し、継続していく必要がある。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　小学校3年生社会授業用の本村を紹介した副読本「わたしたちのみほ」の改訂版を製作し、地域の社会的機能や、郷土
の素晴らしさを認識してもらう。

〔事業内容〕
　小学校3年生社会授業用の本村を紹介した副読本「わたしたちのみほ」の改訂版を製作し、地域の社会的機能や郷土
の素晴らしさを認識してもらう。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

印刷製本数（冊） 0 0 1,000 0 1,000

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

0

Ｈ２８年 実績

主要事業の概要 ３－３－① 教育の質の向上

事業№ ５８ 副読本制作事業

基本目標 ３ 子育て・子育ちにやさしいまちづくり

施策 ３－３ 美浦教育の質の向上

副読本制作事業

学校教育課

新規 拡充 継続

Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

0

平成３０年度
の

取り組み状況
　学習指導要領の改訂に合わせて作成することとし、現行版で対応

備 考

課 題
　子どもたちに郷土を知ってもらい、愛着を持ってもらうには必須の教材であり、そのためには郷土の特色が表れた内容
にする必要がある。

今後の予定
　学習指導要領の改訂を踏まえ、平成31年度改訂版製作。令和2年より使用予定

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　村が補助金を交付することによって、本村の保育所入所児童・幼稚園児・児童生徒の情操教育、及び保育所入所児
童・幼稚園児・児童生徒の交流のための芸術鑑賞会を定期的に実施する。

〔事業内容〕
　村が補助金を交付することによって、本村の保育所入所児童・幼稚園児・児童生徒の情操教育及び保育所入所児童・
幼稚園児・児童生徒の交流のための芸術鑑賞会を定期的に実施する。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

実施校数（校） 2 2 2 2 2

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

2

Ｈ２８年 実績

主要事業の概要 ３－３－① 教育の質の向上

事業№ ５９ 演劇鑑賞会補助事業

基本目標 ３ 子育て・子育ちにやさしいまちづくり

施策 ３－３ 美浦教育の質の向上

演劇鑑賞会補助事業

学校教育課

新規 拡充 継続

Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

2

平成３０年度
の

取り組み状況

　演劇等の鑑賞を通じて情操を養うため、児童を対象とした演劇鑑賞会を実施した。
　木原小芸術鑑賞会  （劇団ポプラ公演料他　404,104円）
　大谷小芸術鑑賞会　（劇団夢団公演料他　　301,401円）

備 考
　平成27年度より補助金を隔年で2校ずつ配分し、鑑賞会を学校単位で実施するようにした。この方法により、各学校の
状況や特色に合わせた芸術鑑賞会が実施できるようになった。また、合同開催を見直したことで、バスでの児童の移動
が無くなり経費的にも節減できている。

課 題

今後の予定
　情操教育の機会として継続して実施していく予定

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成30年度
の

取り組み状況

　学校給食食材として地場産物を活用することで、安心安全な給食の提供、食育につながった。なかでもマッシュルー
ム、パプリカ等の特産品を積極的に活用した。また、地元生産者との交流を通じて食や地域の産業への関心や生産者へ
の感謝の気持ちを高めるなど、食育の充実を図った。

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　生産者の顔が見える安全・安心・新鮮な旬の食材を、小・中学校の学校給食に導入することで、地場農産品や流通を知
り、食べ物の大切さやそれを育む自然の素晴らしさを学ぶ。

〔事業内容〕
　生産者の顔が見える安全・安心・新鮮な旬の食材を、小・中学校の学校給食に導入することで、地場農産品や流通を知
り、食べ物の大切さやそれを育む自然の素晴らしさを学ぶ。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

生産者との給食懇談会実施校（校） 3 3 3 3

主要事業の概要 ３－３－① 教育の質の向上

事業№ ６０ 地元食材を使った給食事業

基本目標 ３ 子育て・子育ちにやさしいまちづくり

施策 ３－３ 美浦教育の質の向上

地元食材を使った給食事業

学校教育課

新規 拡充 継続

3

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

3

Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標 Ｈ30年 実績

3

13 1313食材提供地元生産者（件） 3

備 考
　H28年度まで目標としていた「美浦産農産物の使用率」については、平成29年度より農産品直売所の販売形態が変更
となり、使用率の補足が困難なため、目標設定を取りやめた。新たに、「食材提供地元生産者」を目標として設定した。

課 題
　給食に食材を提供してくれる生産者の減少も見込まれ、また、天候によって生産量が増減するため、給食に提供できる
量が目標として定めにくい。

今後の予定 　学校における食育の教材となる学校給食において、地場産物を食材として活用することで、地元生産者との交流を通じ
て食育の充実を図っていく。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成30年度
の

取り組み状況
　機器の活用、また、支援員のより一層の活用を図れるよう学校、委託業者等と調整を行った。

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　最新のICT機器の活用、ICT支援員の活用により、取り組みやすく親しみやすいICT協働教育環境づくりを行う。さらに魅
力的な教材・コンテンツに触れる機会の向上、村内小中学校と国内外の他地域との情報交換機会を創出する。
　これらを通じて、学習意欲の向上、生徒・児童・教員の更なるITリテラシーの向上、学びあい教えあう環境を整える。

〔事業内容〕
　機器の活用、支援員の活用により、ICT協働教育環境づくりを行い、学習意欲の向上、児童・生徒・教員のITリテラシー
の向上、学びあい教えあう環境を整える。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

ICTを利用した他校との交流（件） 1 0 2 2

主要事業の概要 ３－３－① 教育の質の向上

事業№ ６１ 美浦村教育クラウド事業

基本目標 ３ 子育て・子育ちにやさしいまちづくり

施策 ３－３ 美浦教育の質の向上

美浦村教育クラウド事業

学校教育課

新規 拡充 継続

2

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

0

Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標 Ｈ30年 実績

0

1 10ICTを利用した地域との交流（件） 1 0 1 0

備 考

課 題
　利活用が進む一方で、個人情報漏えい等セキュリティのリスクに対して意識の向上と，安全な使用方法についての理解
を広める必要がある。

今後の予定 　平成31年度を目途とし、ＩＣＴ環境を活用して、生徒自らが外部と交流を行えるようにＩＣＴ支援員を活用しながらスキル向
上を図っていく。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成30年度
の

取り組み状況

　平成30年度は、林副議長を団長として教員3名、事務局1名、通訳1名及び中学生16名（男子8名、女子8名）が、平成30
年7月30日～8月4日の期間で台北市立敦化中学校等を訪問し交流を行った。

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　将来を担う中学校生徒の国際教育を推進し、国際感覚を備えた人材の育成を図る。
　中華民国（台湾）にある台北市立敦化中学校等を訪問し、21世紀を担う同年代の人々との交流を深めることを目的とす
る。

〔事業内容〕
　中華民国（台湾）にある台北市立敦化中学校等を訪問し、将来を担う中学校生徒の国際教育を推進し、国際感覚を備え
た人材の育成を図る。
　パスポート取得・任意保険代等（約２万円程度）については自己負担とする。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

延べ交流人数（人） 64 64 80 96

主要事業の概要 ３－３－② 国際化支援

事業№ ６２ 美浦少年のつばさ事業

基本目標 ３ 子育て・子育ちにやさしいまちづくり

施策 ３－３ 美浦教育の質の向上

美浦少年のつばさ事業

企画財政課

新規 拡充 継続

112

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

80

Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標 Ｈ30年 実績

96

備 考

課 題
　例年応募者が募集人員を上回っており、予算の関係で団員の選出にあたっては抽選により選出せざるを得ず、希望者
全員を派遣できない。

今後の予定 　R01以降についても、平成28年10月26日に敦化中と美浦中が友好交流協定を締結したことから、同校との交流で検討を
進める予定。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成30年度
の

取り組み状況

　平成30年5月に訪日して美浦中学校との交流する旨の意向があったことから、招聘に向けて台北市立敦化中学と調整
を図った。

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　将来を担う中学校生徒の国際教育を推進し、国際感覚を備えた人材の育成を図る。
　中華民国（台湾）にある台北市立敦化中学生が美浦中学校を訪問し、21世紀を担う同年代の人々との交流を深めること
を目的とする。

〔事業内容〕
　中華民国（台湾）にある台北市立敦化中学生が美浦中学校を訪問し、将来を担う中学校生徒の国際教育を推進し、国
際感覚を備えた人材の育成を図る。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

延べ訪問回数（回） 1 2 2 3

主要事業の概要 ３－３－② 国際化支援

事業№ ６３ 台北市立敦化中学校招聘事業

基本目標 ３ 子育て・子育ちにやさしいまちづくり

施策 ３－３ 美浦教育の質の向上

台北市立敦化中学校招聘事業

企画財政課

新規 拡充 継続

4

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

2

Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標 Ｈ30年 実績

3

備 考

課 題 　相手先が海外のため、受け入れに係る相互の連絡調整がうまく図れない。

今後の予定
　来年度以降も交流事業を継続する予定。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成30年度
の

取り組み状況

　地区等からの要望があったものについては、防犯灯の設置を行った。
　防犯カメラについては、美浦村役場入口交差点に１基、美浦村役場東交差点に１基、美浦ゴルフ倶楽部入口に１基、美
浦ロードパークに１基、美浦村文化財センター駐車場に１基の計５基を設置し、運用を開始した。

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　村民の生活安全を守るべく、防犯灯及び防犯カメラ等の防犯設備の整備を行い、村民が安心・安全に暮らせるようにす
る。
　また、防犯活動により犯罪の抑止、住民の防犯意識の向上を図っていく。

〔事業内容〕
　村民の生活安全を守るべく、各地区区長の要望に応じ、防犯灯の新規設置を行う。
　また、平成28年度からは、計画的に防犯カメラの設置を行い、さらなる安全・安心の向上及び犯罪抑止につなげていく。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

防犯灯設置件数（件） 12 8 10 10

主要事業の概要 ４－１－① 防災防犯対策

事業№ ６４ 防犯対策事業

基本目標 ４ 安心で暮らしやすいまちづくり

施策 ４－１ 安全な暮らしを守る

防犯対策事業

生活環境課

新規 拡充 継続

10

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

6

Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標 Ｈ２９年 実績

13

4 03防犯カメラ設置件数（件） 7 7 4 5

備 考

課 題

　防犯灯はＬＥＤ化も済んでおり、故障等の頻度も減り現状として問題はない。
　今後、防犯カメラ設置の要望が増える可能性が高く、設置費用及び維持管理費等の負担が増加する可能性がある。
　既に設置及び運用を開始した防犯カメラについては、特に問題は無いが、年数が経過するにあたりメンテナンス等の問
題が出る可能性がある。

今後の予定 　引き続き、地区からの要望があったものについては、防犯灯の設置を行い、住民が安心して暮らせる村づくりをしてい
く。また、防犯カメラを設置することにより犯罪抑止を図っていく。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成30年度
の

取り組み状況
　当事業で整備したIPネットワーク等を屋外防災行政無線システムに統合し活用を図った。

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　東日本大震災などの災害経験を踏まえ、災害時でも視覚的に分かりやすい情報を迅速かつ正確に伝達することを可能
とし、平常時でも防災訓練などに活用できるなど、住民の安全と安心を確保するために国や県及び公共機関と連携した災
害情報等を迅速に配信できる「災害に強い情報連携システム」を運用する。

〔事業内容〕
　国や県及び公共機関と連携した災害情報等を迅速に配信できる「災害に強い情報連携システム」を運用する。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

配信メール登録者数（人） 1,800 1,996 2,000 2,200

主要事業の概要 ４－１－① 防災防犯対策

事業№ ６５ 災害に強い情報連携システム更新事業

基本目標 ４ 安心で暮らしやすいまちづくり

施策 ４－１ 安全な暮らしを守る

災害に強い情報連携システム更新事業

総務課

新規 拡充 継続

－

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

2,264

Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標 Ｈ30年 実績

1,843

備 考

課 題
　災害情報を配信する際のインターフェイスが分かりづらく、緊急時の配信に時間を要する恐れがある。また、災害情報等
の伝達手段の多重化が望まれている。

今後の予定
　平成30年度に、災害情報等の収集・伝達に特化した防災行政無線システムを構築したため、本事業は廃止となる。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成30年度
の

取り組み状況

　大谷小学校で実施。地域の防災士及びいなほ消防署に依頼し、小学生を対象とした水防災等に関する講習会及び村
民の避難訓練を行うことで、子供たちを含めた地域の自主的防災組織としての活動の啓発を図ることができた。また、救
出・救護訓練や美浦村消防団による情報伝達（収集）訓練などを行い、関係機関との連携及び災害への対策強化を図れ
た。

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　平成23年度に改定した「美浦村地域防災計画」に基づき、災害時に迅速かつ適確に行動する為、関係機関相互の連携
のもと、災害時の状況を想定した実践的な訓練を定期的、継続的に実施する。

〔事業内容〕
　美浦村地域防災計画に基づき、関係機関相互の連携のもと、災害時の状況を想定した実践的な訓練を定期的、継続的
に実施する。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

小学校区毎を対象とした総合防災訓練（回） 1 1 1 1

主要事業の概要 ４－１－① 防災防犯対策

事業№ ６６ 防災訓練事業

基本目標 ４ 安心で暮らしやすいまちづくり

施策 ４－１ 安全な暮らしを守る

防災訓練事業

総務課

新規 拡充 継続

0

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

1

Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標 Ｈ30年 実績

1

0 10村内全域を対象とした総合防災訓練（回） 0 0 0 0

備 考

課 題
　東日本大震災から7年が経過し、防災への意識が薄れてきており、防災訓練への参加者が減少している。また、東日本
大震災以降に入庁した役場職員も増え、職員が災害対応スキルを身につけるための訓練を行うことの必要性があると想
定される。

今後の予定 　平成24年度からこれまで、年一回各小学校を会場（避難所想定）とした防災訓練を行い、4年目には美浦中学校を会場
として総合防災訓練を実施するという4年サイクルの防災訓練事業を行ってきた。
　今後もこれまで同様、各小学校で防災訓練を実施し、4年に一回の総合防災訓練を実施する予定。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成30年度
の

取り組み状況

　災害対策本部及び避難所等に必要な食料及び資機材等をあらかじめ整備し、必要な時に直ちに配備できるよう準備を
進めた。

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　災害対策本部及び避難所等に必要な食料及び資機材等をあらかじめ整備し、必要な時に直ちに配備できるよう準備を
進める。

〔事業内容〕
　災害対策本部及び避難所等に必要な食料及び資機材等をあらかじめ整備し、必要な時に直ちに配備できるよう準備を
進める。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

備蓄品の購入額（円） 300,000 1,205,118 500,000 500,000

主要事業の概要 ４－１－① 防災防犯対策

事業№ ６７ 防災備品購入事業

基本目標 ４ 安心で暮らしやすいまちづくり

施策 ４－１ 安全な暮らしを守る

防災備品購入事業

総務課

新規 拡充 継続

500,000

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

1,096,813

Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標 Ｈ30年 実績

615,703

0 10防災倉庫の増築数（基） 3 3 0

備 考

課 題 　賞味期限がある備蓄食料については、有効な活用方法を検討する必要がある。

今後の予定 　期限切れが近い備蓄食料についは、防災訓練での試食を実施する。また、各小学校及び中学校での防災教育での活
用方法も検討していく。
　各小学校に設置した防災倉庫への備蓄食料等の補充を実施する。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況
　平成30年度は、自主防災組織結成等の活動がなかったため、結成費補助金等については支出されなかった。

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　震災時等における地域住民による初期消火及び避難体制などの整備強化を図るため、自主防災組織の結成及び活動
を行う者に対し、補助金を交付する。

〔事業内容〕
　震災時等における地域住民による初期消火及び避難体制などの整備強化を図るため、自主防災組織の結成及び活動
を行う者に対し、補助金を交付する。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

自主防災組織の結成及び活動補助金（円） 100,000 0 100,000 100,000

主要事業の概要 ４－１－① 防災防犯対策

事業№ ６８ 自主防災組織結成費補助事業

基本目標 ４ 安心で暮らしやすいまちづくり

施策 ４－１ 安全な暮らしを守る

自主防災組織結成費補助事業

総務課

新規 拡充 継続

100,000

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

0

Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標 Ｈ30年 実績

0

備 考

課 題
　各地区において、防災意識の温度差があるため、結成までに至らないのが現状である。また、各地区の住民が消防団
員として防災活動も行っているので、組織化をする必要性が薄いのも現状。

今後の予定 　各行政区等をひとつの自主防災組織としてみなし、自主防災に必要な資機材等の購入に対する助成を行う。また、防災
士の資格取得の推進を図るため、研修費の補助を実施する。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況

　「災害に強い情報連携システム」で整備された既存のＩＰネットワークを活用した屋外防災行政無線システムの整備を
行った。

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　災害時の情報連絡体制の充実を図るため、平成6年に防災行政無線（800ＭＨｚ帯）を整備し、小中学校をはじめとする
村内の各施設のほか、消防署等の行政機関に配備して活用してきたが、総務省の周波割当計画の変更（平成13年7月
2日総務省告示第442号）により、地域系防災行政無線のデジタル化事業として、地域系防災行政無線の再構築を行
い、新たな地域系防災行政無線（260ＭＨｚ帯デジタル防災行政無線）を導入した。

〔事業内容〕
　地域系防災行政無線のデジタル化事業として、地域系防災行政無線の再構築を行い、新たな地域系防災行政無線を
導入する。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

移動系無線機の設置数（機） 25 25 25 25

主要事業の概要 ４－１－① 防災防犯対策

事業№ ６９ 美浦村防災行政無線事業

基本目標 ４ 安心で暮らしやすいまちづくり

施策 ４－１ 安全な暮らしを守る

美浦村防災行政無線事業

総務課

新規 拡充 継続

－

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

25

Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

－

－ 2,400－メール配信システム登録者数（人） － － － 1,843

備 考

課 題
　屋外防災行政無線システムによる屋外拡声の聞き漏らし等への対策として、メール配信サービスやホームページ、自
動応答電話サービスを用意しているが、災害時等緊急情報を広く迅速に伝えるために、それら手段の周知の拡充が必
要である。

今後の予定 　全国一斉情報伝達訓練等に参加し、屋外防災行政無線システムの定期的なメンテナンスを行いながら、引き続き運用
していく。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況
　他市町村と基幹系システムの共同利用（自治体クラウド）を行うため勉強会を実施し、協定締結への道筋をつけた。

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　地域における災害発生時下であっても、重要業務を継続し、住民に対して適切かつ迅速なサービスの提供が行えるよう
な安心・安全なシステムを、クラウドによる自治体システムの導入を実施する。

〔事業内容〕
　地域における災害発生時下であっても、重要業務を継続し、住民に対して適切かつ迅速なサービスの提供が行える自
治体システムの導入を実施する。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

業務システムのクラウド化（システム） 32 32 32 32

主要事業の概要 ４－１－① 防災防犯対策

事業№ ７０ 自治体クラウドサービス導入事業

基本目標 ４ 安心で暮らしやすいまちづくり

施策 ４－１ 安全な暮らしを守る

自治体クラウドサービス導入事業

企画財政課

新規 拡充 継続

32

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

32

Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

32

備 考

課 題 　自治体クラウドとしてシステムの共同利用を実施するために、参加市町村と問題の共有等の意識合わせが必要。

今後の予定
　自治体クラウドとして基幹系システムの共同利用がスタートするので、円滑な運用を図っていく。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況
　加入分担金の減免措置により、３１件の新規加入者の支援を行った。

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　水道加入に伴う負担の軽減を図り本村への定住を促進するため、新規の水道加入者に対し加入支援を行う。

〔事業内容〕
　水道加入に伴う負担の軽減を図り本村への定住を促進するため、新規の水道加入者に対し加入支援を行う。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

減免件数（件） 30 47 30 30

主要事業の概要 ４－２－① 上下水道事業の整備

事業№ ７１ 上水道新規加入支援事業

基本目標 ４ 安心で暮らしやすいまちづくり

施策 ４－２ 生活環境の整備

上水道新規加入支援事業

上下水道課

新規 拡充 継続

30

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

68

Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

31

備 考

課 題 　人口の減少が続く中、どのようにして新規加入者の増加を図っていくか検討が必要。

今後の予定
　加入分担金の減免措置を継続し、定住促進に寄与する。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況

住民の有効な活用を図るべく、ホームページ及び広報等により広く周知を行った。
事業の改善を行い利用拡大を図った。

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　地元施工業者によりリフォーム工事を行った場合に補助金を負担し、地場産業育成・定住化促進を図る。

〔事業内容〕
　村内在住の方が村内の施工業者によって、自身の住宅リフォーム工事を行った場合、その費用の一部を助成する。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

リフォーム件数（件） 15 12 15 15

主要事業の概要 ４－２－② 住宅整備

事業№ ７２ 住宅リフォーム改修補助事業

基本目標 ４ 安心で暮らしやすいまちづくり

施策 ４－２ 生活環境の整備

住宅リフォーム改修補助事業

都市建設課

新規 拡充 継続

15

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

8

Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

10

備 考

課 題 地場産業の育成を目標の一つに掲げているが、施工業者の広がりには至っていない。

今後の予定
対象となるリフォーム工事の内容をさらに広げるなど事業を改善し、制度をより充実させる。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況
村要綱に基づき、住宅・設備を、その障がい者に適するように改善するリフォーム工事に要した経費の一部を補助した。

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　地方自治体が住民福祉の増進を図るため、それぞれの施策において支給するものであり、社会保障の一環を担う。

〔事業内容〕
　在宅の身体障害者等に対し、宅内での移動を円滑にするための用具設置に伴う住宅改修を行う際に助成する。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

給付件数（件） 1 1 1 1

主要事業の概要 ４－２－② 住宅整備

事業№ ７３ 日常生活用具給付事業（住宅改修費）

基本目標 ４ 安心で暮らしやすいまちづくり

施策 ４－２ 生活環境の整備

日常生活用具給付事業（住宅改修費）

福祉介護課

新規 拡充 継続

1

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

0

Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

1

備 考

課 題

今後の予定
　在宅の身体障害者等が日常生活を円滑に送ることができるよう、引き続き要望に応じて対応していく。

拡充 継続 中止
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事 業 名 称

担 当 部 署

事 業 区 分

平成３０年度
の

取り組み状況

　児童扶養手当の当該年度における所得制限の範囲内にある方に対し、生活環境及び自立助長を図ることを目的として
月額4,000円を支給（9月・3月）した。
　　・該当数　　28延件　　636,000円

事 業 概 要

〔事業趣旨〕
　借家住いの母子・父子家庭に対し、母子・父子住宅手当を支給することにより、母子・父子家庭の自立を援助することを
目的として実施する。

〔事業内容〕
　借家住いの母子・父子家庭に対し、母子・父子住宅手当を支給することにより、母子・父子家庭の自立を援助することを
目的として実施する。

目 標

区 分 Ｈ２８年 目標 Ｒ１年 目標

実施状況 実施 実施 実施 実施

主要事業の概要 ４－２－② 住宅整備

事業№ ７４ 母子・父子福祉住宅手当補助事業

基本目標 ４ 安心で暮らしやすいまちづくり

施策 ４－２ 生活環境の整備

母子・父子福祉住宅手当補助事業

子育て支援課

新規 拡充 継続

実施

Ｈ３０年 目標Ｈ２９年 実績

実施

Ｈ２８年 実績 Ｈ２９年 目標 Ｈ３０年 実績

実施

備 考

課 題 　制度の周知に遺漏がないよう、児童扶養手当の現況届時や広報等でお知らせしていく。

今後の予定
　生活環境及び自立助長を図ることを目的に今後も実施を予定している。

拡充 継続 中止
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